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序章

第 l節研究の背景と目的

l. 日本の少子化現状と対策

日本は出生率の著しい低下によって '1997 年に少子社会となった。社会問

題となっている少子化は深刻な状態にある。松田ほか（2010 ）は、日本の

少子化の直接の要因は未婚化であると解明した。また、主に夫婦の子ども

数の減少を引き起こしている要因については、次のような指摘がなされて

いる。第 lは、子育てや教育にかかる経済的負担が大きいことである。第2

は、晩婚化により夫婦が子どもをもうけ始める時点での年齢が上がり、高

年齢での出産を避けようとするため、子ども数が少なくなることが挙げら

れる。第 3は、子育てそのものの負担であると指摘した（松田ほか、 2010 、

p. 2）。

少子化が進むなか、「少子化社会対策」は国家政策の中心的課題となって

いる。日本政府は 1990 年代以降から本格的な少子化対策に着手し、最初の

施策として 1994 年のエンゼルプランを出した。このエンゼルプランを実施

するため、保育所の量的拡大や低年齢児（0～2歳児）保育や延長保育等の

多様な保育サービスの充実、地域子育て支援センターの整備等を図るため

の「緊急保育対策等5か年事業」が策定され、 1999 （平成 l！）年度を目標

年次として、整備が進められることとなった。さらに、 1999 年に少子化対

策推進関係閣僚会議において、「少子化対策推進基本方針」が決定され、新

エンゼルプランと呼ばれている。

その後、政府は次世代育成支援対策推進法を成立・公布し、出産・育児

環境の整備を進めている。次に、少子化社会対策基本法、少子化社会対策



大綱及び子ども・子育て応援プランが実施されてきた。

2005 年、日本は 1899 （明治 32 ）年に人口動態の統計をとり始めて以来、

初めて出生数が死亡数を下回った。そこで 2006 （平成 18 ）年 6月、少子化

社会対策会議において「新しい少子化対策について」が決定された。

当初、日本の少子化対策の中心は保育サービスなど仕事と子育ての両立

支援中心であったが、新エンゼルプランでは、地域における子育て支援な

どの視点も含めた政策に移行しつつある。現在は、「子どもと家族を応援す

る日本」重点戦略（2007 年）として、ワーク・ライフ・バランスの推進と

包括的な次世帯育成支援を両輪とした施策が進められているー（松田ほか、

2010 、p. 4）。

2010 （平成 22 ）年、少子化社会対策会議を経て、少子化社会対策基本法

第七条に基づく大綱（「子ども・子育てビジョン」）を閣議決定した。その

内容は，子どもと子育てを応援する社会に向けて、「政策4本柱」と「』2の

主要施策」に従って、取組むものとなっている（表 0 I) 。

さらに、 2013 （平成 25 ）年、新たに「待機児童解消加速化プラン」を策

定し、 20 日（平成 27 ）年度に予定している子ども・子育て支援新制度の施

行を待たずに、待機児童解消に意欲的に取り組む地方自治体に対してlはそ

の取組を全面的に支援することとしている。このプランでは、 20 日年、 2014

（平成 26 ）年度を「緊急集中取組期間」とし、 2年間で約 20 万人分の保育

の受け皿の確保を目指し、子ども・子育て支援新制度がスタート予定の 20 日

年度から 2017 （平成 29 ）年度までを「取組加速期間」とし、保育ニーズの

ピークを迎える 2017 年度末までに、潜在的な保育ニーズも含め、前述と合

わせて約 40 万人分の保育の受け皿を確保し、待機児童の解消を目指すこと

としている（内閣府編、 2013 、p. 30 ）。
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表0-1 目指すべき社会への政賞4本柱主 1 2の主要施策

1. 子どI( 1 l子どもを1士会全体で支える主主もに教育機会の確保を
もの育ち｜・子ども手当の創設
を支え、 ｜・高校の実質無償化、奨学金の充実等、学校の教育環績の整備
若者が安I( 2）意欲を持って就業と自立に向かえるようk
心して成｜・非政目雇用対策の服屋、著者の就労支援（キャリア教育・ジョブ・カード等）
長できるI( sJ 社会生協こ必要なことを学ぶ機会を
社会へ卜学校・家庭・地域の取畑、地域ぞるみで子どもの教育K取り組む績境整備

' ( 4）安心して妊娠・出産できるようlこ
－早期の妊娠届出の勧民妊婦健診JYJ;, 費負担
・ 1目白費支援榊1の整日高促娠・出産、人工妊娠中絶望司
．不妊治療記関する相談や経済的負担の経線
( 5）誰もが希望する幼児教育色保育サービスを受けちれるようK

2. 妊娠 1・潜在的な保育ニーズの充足も視野K入れた保育所待機児童の解消（余裕教室僻苦用等）
、出産：， I・新たな次世代育成支援のための包括的・一元的な制度の構築K向けた機サ
子育ての｜・幼児教育と保育の総合的なI！供（幼保一例り
希望が実｜・放関長子どもプランの倦進、放課後児童クラブの充実
現できるI( 6 l子どもの健康と安全を守り、安心して医療lこカゆれるようlこ
社会へ卜小児医療の体制の確保

(7 ）ひ主り親家庭の子どもが困らないよう仁
－児童扶養手当を父子家庭ιも支給、生活保護の母子加算
(8 ）枇支援が必要肝どもが健竹崎つようι
－障害のある子どもへのうイ 7'J. 子、同ジLこ応じたー貫した支援の強化
・児童虐守IJ'$n 止、家庭的養護の推進（77 ミリ d ホーム例杭紛
(9 ）子育て主主震の拠点やネ、y トワークの充実iが図られるようζ

・乳児の全戸訪問等（とん仁ちほ赤ちゃん事業等）
3目割引・峨子育て対運拠点の設置促進
なネット｜・ 77 ミリー・サポ日ト・セン担ーの普及促進
ワークで｜・商店街の空き店舗や学校の余裕教室・幼稚園僻昔周
子育てカI・ NP 的意：A等の地織子育て活動の支援
のある地I(!Ol 子どもが住まいやまちの中で安全・安心ζ〈らせるようζ

縦士会へ｜・良質な77 ミリー向け賃貸住宅の供糊進
－子育てバリアフリーの推進憾の棚、子育て世帯ιやさしいトイレの整備等）
・交通安全教育等の唯進［幼児二人間乗用自転車の安全利用の普及等）
' (11) 働き方の見置しを

4. 男性・旧事と生活の調和（ワーク・ライ7 ・バランス）憲章J及び「行動指針」 lこ基づ〈町湘
も女性ち｜の腿

仕事と生｜・閣寺間労働の抑制及び鞘有給休暇の取得雌
活が調和｜｜・デレワ】ヲの推進
する社会｜

I·~粧の育児休業の取得雌（パパ. "( ＂（育休プラス）
へ（ワー｜I (12 ）仕事と家庭が両立できる職場部員の実現を
ク・ライ｜
フ・岬｜・育児休業や短時間勤務等の荷立支援制度の定着
ン叩宮｜一般事業主行動計画（次世｛－＇＼；育成競対策推進法）の策定・公表峨進
語一｜・次間協定マ日夕（〈るみん）の周知・取組促進

＇.入札手続等 Lこおける対応の撫す
資料曲目昨． 「子ども・子育てビジョンj kついて～子どもの笑顔があふれる社会のため』こ～（平成22
年1月29 目閣議決定）

2. 中国の少子化現状
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改革開放政策が始動した 1979 年に始まった一人っ子政策（正式名称は計

画生育政策）により、中国はある程度の人口抑制に成功した。しかし、 20 日

年 4月に発表された第 6次人口普査（国勢調査）によると、中国の年少人

口は 16. 6% を占め、第 5次人口普査から 6. 29 ポイント減少した。中国は“少

子化”社会に入ったといえる（図 0-1) 。
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資料出所：中国統計年鑑（2012)

一人っ子政策後、合計特殊出生率は年々減少し、 2012 年の！. 6は 1979 年

から L 14 ポイント下がった（図 0-2 ）。そのため、将来、中国の年少人口の

減少が進むと予想できる。少子化によって、 65 歳以上の高齢者人口の割合

は極端に増えている。 2002 年に中国の高齢者人口は 7. 1% となり、“高齢化

社会”（65 歳以上人口が全人口の 7% を超えた場合）に入った。
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さらに、中国の一人っ子は両親と祖父母の 6人の大人から一身に愛情を

受けて育つため過保護にされ、小皇帝（女児の場合小公主）とも呼ばれる（図

。ナ3）。親は子どもの教育に過度に熱心になり、人生教育の最初の段階であ

る学前教育は子どもにとって重要であると考える親が多くなっているとい

われる。
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図 0-2 中国における合計特殊出生率の推移（人）

資料出所・世界銀行

一人っ子の人数が増えてきたと同時に、中国では核家族化が進み、一世

帯の平均人口数は 1982 年の 4. 41 人から、 2010 年の 3. I人まで下がってい

る。今後も、経済発展とともに核家族化がさらに進行すると思われる（図

。－4）。核家族化の進行は，世帯の保育に対して大きな影響をもたらし，祖

父母による育児の支援を受けられない問題が懸念されている。特に，都市

部では共働き家庭が多いため、入国年齢未満の子どもは祖父母に預けられ
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ることも多い。しかし、近年の核家族化の進行と農村部からの移住により、

祖父母から育児支援を受けることができない就業女性が増加し、育児問題

が深刻になりつつある。
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資料出所：中国人口普査（国勢調査）

中国と同様に、日本においても都市化が進行する中で、核家族は一般的
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になっている。そのため伝統的な保育様式である祖父母からの育児援助が

近年少なくなっており、女性の社会進出が進み就労女性が増加しつつある

が、その際に常に問題になるのが育児をどのように行なうかという点であ

る。女性が就業するためには保育施設など、の整備が不可欠となっている。

本研究の目的は日中における女性就業と保育について、その共通点と相

違点を明らかにすることである。就業している母親にとって安心して保育

するために家族からの支援と保育施設からのサービスは必要なものである

が、それらの利用は世帯や地域によって違いが生じており、それらの多様

な保育の課題の克服のために本研究の成果が貢献できることを期待してい

る。
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第 2節既存研究の整理と本研究の視角

野辺（2010 ）は様々な保育サービスの現状を概観した上で、現在の保育

制度をめぐる諸問題と保育制度改革の動きについて論じている。まず、「 I

保育サービスの現状」では、保育施設と実施している多様な保育サービス

を整理している。また「E 保育制度をめぐる諸問題」では、待機児童、保

育士と保育の質、保育料の滞納などの問題を分析している。平成21 年4月の

待機児童数は2年連続の増加となった。主に都市部においては、財政難や保

育土不足などから受入児童数の増加が需要に追いついておらず、受入枠の

さらなる拡充が必要であると指摘している。他方で、野辺は保育士の低処

遇と保育の質の低下、保育の必要性の判断基準や保育環境に係る最低基準

の問題、人口減少地域での定員割れ、保育料の滞納など、保育制度には様々

な課題があると強調している。

そして「E 保育制度改革の動き」では、野辺は子どもの健やかな育成に

社会全体で取り組むため、保育サービスの量的拡充とともに、保育サービ

ス全体の充実を図るように提言している。

千田（2007 ）は少子高齢化による人口減少や年齢構成の変化による将来

の労働力減少に対し、就労女性にとって仕事と育児が両立しやすい環境を

整えることを目的とした、中高年女性による新たな保育サービスの展開を

論じている。

まず第l章では、少子高齢化による人口減少や年齢構成の変化が労働力人

口にどのように影響するかをみた上で、女性労働力の活用、特に育児世代

の女性労働力について、その必要性を分析する。

第2章では、女性の就労に関わる様々な弊害を挙げ、その中でも子供を持
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っと仕事を継続することが難しいと考える女性が多いとい現状について述

べる。そしてその現状を打開するために保育サービスに着目し、待機児童

を中心にその問題を明らかにする。さらに保育所に預けなくとも、同居し

ている親に子供を預ければ女性は働きやすくなるのではないかと考え、三

世代家族率と女性労働力率を都道府県別に比較し、その有効性をみる。

そして、三世代家族が少ない都市においては、中高年の女性を保育サー

ビスに利用することができるのではないかと考え、第3章では中高年女性労

働における現状を検証し、高い就業意欲に反して中高年層に対する労働需

要が低いことを示す。

第4章では、三世代家族と保育所が女性労働力率にどのように影響するか

を、都道府県別のクロスセクション分析を用いて行う。また現在中高年女

性がどのくらい保育サービスに従事しているかをみた上で、保育サービス

の供給増加が女性労働にどのように影響するかを試算する。

第5章で、中高年女性による新たな保育サービス組織の創出を提言する。

馬（20 J 1) は、計画経済から市場経済への移行期にある中国の労働市場の

変化をもとに、都市における女性の就業行動のメカニズム、そして男女聞

の雇用・賃金格差の実態やその原因を分析した。しかし、馬（2011 ）は女性

の就業に影響を及ぼす要因として、性別、年齢、教育、市u度についての問

題を分析したが、結婚・出産時の育児問題の影響については分析していない。

付（2006 ）は、中国都市部の子育ての特徴を明らかにするために、中国都

市部の中学生を持つ親を対象として、母親の就業と乳幼期の預け先、子育

てのネットワーク、子育て観についてアンケート調査をした。分析の結果

から、中国都市部においては、正規で働く女性たちの大半は出産後も仕事

を継続しており、出産後は出身家族と密接な関係を保ち、援助を受けなが
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ら子育てをしていることが明らかにした。

今まで日本において外国の子育て状況に関する研究や、家族や子育てに

関する国際比較考察は多く行われているが、中国の女性の就労や子育て事

情や保育状況などの比較研究はあまり行われていない（萎ほか、 2002 、

p. 197 ）。日本と中国の女性の就業状況や子育ての環境整備状況、及びその

周辺の問題などを調査し比較考察することを目的として、 2001 年 8月から

10 月にかけて岡山市・上海市・大連市にある保育園でアンケート調査を実

施した。結果としては子育てに「焦り感」と「負担感」があると答えてい

る比率は岡山よりも上海と大連のほうが遥かに高いことが明らかになった。

先行研究の大部分は、保育政策の制度的変遷や制度の課題に関する研究

であり、保育サービス利用者の実態を明らかにした研究は少ない。そこで

本研究は、統計資料を用いた分析とアンケート調査による利用実態の解明

を組み合わせることによって、女性就業と保育の実態を明らかにすること

を目的とした。
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第 l章女性の就業についての日中比較

第 l節女性労働力率の比較

国際労働機関によると、中国の女性労働力率は 68% (2010 年）であった。

それに対して、同じ東アジア文化圏にある日本の女性労働力率は 50% であ

った（図 I-1) 。
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資料出所： !LO (The Key Indicator of the Labour Market) HP データより筆

者作成

労働力率（Labour force participation rate) : 15 歳以上人口に占める労働

カ人口の比率
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中国の女性労働力率が高い理由は、政（2009 年）と越（2010 年）による

と，以下の三点にあると考えられる。一つ目は男性と女性ともに給料が低

いため、夫だけの収入では生活費が足りなくなるという点である。二つ目

は、中国では伝統的な家族形態である三世代同居が多かったため、就業女

性の大部分は、育児の際には自身や夫の親による無償の保育支援が期待で

きたことが挙げられる（味、 2009 、p. 140 ）。三つ目は、中国では仕事、収

入、福利の三位一体の政策がとられており、無職の人は、職工保険がなく、

医療費は自費となる。その上、退職年齢（一般的には男性的歳、女性 50

歳）に到達すると、自身で毎月定額の保険料を払わない場合、年金をもら

えないこともあるという点である（魁、 2010 、p. 207 ）。

中国の女性労働力率は日本より高い水準であるが、図 I lをみると、 1990

年代から中国の男性、女性労働力率はとも陀低下している。その理由につ

いて、 1992 年から「社会主義市場経済へ移行」の政策によって、非効率、

余剰労働者を多数抱える国有企業よりも非固有企業が優勢になった際に、

国有企業の経済改革が進行し、労働者の失業が急増したためである（魁、

2010 、p. 208 ）。また、中国における経済発展により、富裕層が大量に出現

した際に、結婚育児後専業主婦、いわゆる「全職ママ」 （日本語では，専

業主婦）になる人が出てきた。 20 日年広東省の調査によると、 34. 5% の女

性は出産・育児する時、仕事をやめて専業主婦になることを選択した（莫ほ

か、 2011 ）。さらに、中国の大学では入学定員の規模拡大に伴い、進学率

が向上し、職場に入る時期が遅くなったこともまた影響していると考えら

れる（怒、 2010 、p. 209 ）。 「中国教育統計年鑑」（2013 ）によると、図 1-2

に示すとおり 2012 年の中国の大学毛入学率 1は 30% となっている。 1978 年

度の l. 55% より大幅に上昇してきた。
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第 2節女性年齢階級別就業率の比較

10 日

日目
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回吋守ー

7口
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30 
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口
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図 I-3 年齢階級別の女性の労働力率の日中比較（%）

資料出所： ILO (The Key Indicator of the Labour Market) HP データより筆

者作成

年齢階級別の女性の労働力率をみると、中国の女性労働力率は 55 歳まで

は日本よりが高いが、 55 歳以降は急激に低下している（図 I-3 ）。中国にお

ける女性の定年退職年齢は 50 歳であるため、年金受給年齢以降に再就職す

ることが少ないと考えられる。

また、就学年齢階級である 15 ～24 歳の女性の労働力率をみると、日本よ

り、中国の女性の労働力率が高い。中国では、伝統的な「重男軽女」の思

想を受け、女性の失学率が高くになった。しかし、義務教育の普及と中国

の教育程度の発展と伴って、 15-24 歳の女性の労働力率は 1990 年の 79% か

ら2010 年の 63% に減少した。

さらに、日中の女性労働力率の差が最も大きい年齢階級は 25 ～34 歳であ
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る。中国では退職した親による子育ての支援を受け、育児世代でも高い労

働力率を維持しているため、この年齢層の女性労働力率が高い。落合ほか

(2004 ）のインタビュー調査によると、中国では、結婚・出産・育児をし

つつ仕事も続けるとする「両立型」を選択した人は女性の 81% 、男性の 71%

で、次に多かった「一時退職、再就職型」は女性の 9% 、男性の 10% にす

ぎなかった（落合ほか、 2004 、p. 385 ）。しかし、経済状況の悪化と女性の

社会進出の進行などによって、日本でも育児世代の女性労働力率が高くな

っており、日中間の女性労働力率の差が縮小している。
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第 3節育児休業状況の比較

日本の育児・介護休業法の原点は、 1991 年制定された「育児休業法」 (1992

年 4 月 1 日施行）である。育児休業法の改正案として 1995 年に介護休業制

度が立案され、育児休業のみならず介護休業も立法化した「育児・介護休

業法」が制定された。その後 2001 年、 2004 年そして 2009 年と数度に渡っ

て改正された（表 I I) 。

表 I -1 育児・介護休業法の制定左改正の経緯

制定、改正の経緯 実行田

199 l年育児休業法｜11992 年4月1日
制定 ' 

1995 年

2日日1年
2日日2年4月1日

改正

2004 年 2日日日年4月l目
改正

2日日目年
｜川年開日目改E

法津の制定及び改E ポイント

男女を問わずl歳に満たない子を養育す
る労働者は、その子を養育するための
休業を申し出るととがで、きる。

介護伶業も立法化した「育児 e 介護休
業法」が制定された。

( ！）小学校就学の始期に達するまでの子
を養育する親について時間外労働制限
の導入

( 2）時短勤務等の措置義務が対象となる
子の年齢が 1歳未満点、ら 3歳未満へ引き
上げ。

( 3）子の看護休暇制度の努力義務｛~

(4 ）転勤に際して育児や介護の状況に配
慮すべき義務

( 1）育児休業対象者、休業期聞の拡大

( 2）介護体業対象者の拡大、休業要件緩
手口

(3 ）子の看護休暇制度の義務ft

( ！）子育て期間中の働き方の見直し

( 2）父親も子育てができる働き方の実現

( 3）仕事~介護の両立支援

(4 ）実効性の確保

資料出所：厚生労働省ホームページにより作成。
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表 I -Z 改正育児介護休業法の主な稜正点

①短時間勤務制度の義務ft : 3歳までの子を養育する労
働者に対する短時間勤務制度について、義務化される。

②所定外労働の免除の義務ft : 3歳までの子を蓑育する
！.子育て期間中の ｜労働者の請求したときは、所定外労働を免除しなければ

働き方の見置し ｜なちなくなる。

2、父親も子育て
ができるi動き方の
実現

＠子の看護休暇の拡充： ~JH子、小学校就学前の子がいれ
ば、一律年 5 日である子の看護休暇を改正後、小学校就
学前の子が l人であれば年S回、 2人以上であれば年！日目
、与えなければなちな〈なる。

。父母ともに育児休業を取得する場合の休業可能期聞の
延長〔yマパ・ママ育悼プラス） ：父母がともに育児休業
を取得寸る場合に、育児休業取得可能期聞を、子が 1 歳
かち 1 歳2か月に達するまでに延長される。

父母l人ずつが取得できる休業期間（母親の産後休業期
間を含みます。）の上限は 1年間である。

＠出産後E週間以内の父親の育児休業取得の促進：妻の
出産後B週間以内に父親が育児休業を取得した場合、特
例として、育児休業の再度の取得を認める必要がある。

③労使協定による専業主婦（央〕除外規定の廃止：

労使協定により専業主婦の夫な I: ＇を育児休業の対象外に
できるEという法律の規定が廃止され、すべての父親が必
要に応じて育児休業を取得できるようになる。

l介護のための短期の休暇制度の創設：要介護状態にある
3 、仕事 E 介護の｜

｜家族の通院の付き添い等に対応するため、介護のための
両立支援 ｜ 

l短期の休日間制度が新設される。

①紛争解決の援助及び調停の仕組み等の創設

育児休業の取得等に伴う苦情・紛争について、都道府県
労働局長による紛争解決の援助及び調停委員による調停

4 、実効性の確保 ｜制度が新設される。

②公表制度及び過料の創設

勧告に従わない場合の公表制度や、報告を求めた際に虚
偽の報告をした者等に対する過料が新設きれる。

資料出所・厚生労働省ホームペ日ジにより作成

2009 年改正法の中で注目されるのが表 I 2に示した父親の育児休業の支
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援策が盛り込まれたことである。改正法の施行後は、配偶者が専業主婦な

どである場合、労使協定に基ついて育児休業制度の対象外とできる規定が

廃止される。また、産後 8週間以内に父親が育児休業を取得した場合に、

育児休業の再度取得を認める制度、両親双方が育児休業を取得する場合に、

育児休業が可能な期間を 2か月延長できる制度が導入される。しかし、企

て不明な点が残っている。

表I -3 育児休業制度等の日中比較

日本 中国（法律規定）

有期雇用者（バ日ト、派遣社員
都市戸籍の従業員（農村戸籍の従

取得要件 業員と企業に属しない自営業者
にも）

や非就労者は加入できない〕

育児休業子が 1歳になるまで

取得期間
〔子が 1歳を超えても必要と 14 週（難産lE目、晩育 15 目、多胎

認められるー定の場合には 1 出産 15 目増加〉
歳半まで〕

給与の 3 0 % 保障及び休業終 I. 育児関わる検査費、出産費、
了時に休業中の給与 1 Oo/o 給 手術費、入院費、薬代（限度つ

生育手当 付（雇用保険に加入している き）
者のみが対象〕 2. 休業手当＝去年度月平均給料

/30•休暇回数

給料B日%

授乳休暇 なし
I. 期聞は出産後の 1年間
2. 朝 1時間遅〈、夜1時間早〈
3. ー日2園、一回30 分授乳時間

小学校就学前の子E もが病気
看護休暇 、けがをして世話が必要なと なし

き、年 5 日まで取得可能。

［注］
中国の育児休暇の期聞は各都市において地方規定が設けられる。
晩育・一定年齢を越しえて出産する場合である。前提条件は各都市で異なっ
ている。北京では満24 歳後の出産で、初産、 「計画出産」政策に違反してい
ない。
多胎出産：双生児以上の場合、 2人目以降の l人につき加算される休暇である

資料出所：育児。介護休業法のあらまし（厚生労働省ホ日ムページ）と中国労
働法により作成
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育児休業についてみると、日本では、有期雇用者（パート、派遣社員に

も）は育児休業を取れるが、中国では都市戸籍の従業員（農村戸籍の従業

員と企業に属しない自営業者や非就労者は加入できない）しか取れないと

いう違いがある。育児休業の取得期間は、日本は育児休業子が 1歳（子が

l歳を超えても必要と認められる一定の場合には 1歳半まで）になるまで

であるが、中国は 14 週（難産 15 日、晩育 15 日、多胎出産 15 日増加）であ

る。生育手当は、日本は給与の 30% 保障及び休業終了時に休業中の給与 10%

が給付（雇用保険に加入している者のみが対象）される制度である。中国

は育児関わる検査費、出産費、手術費、入院費、薬代（限度っき）と休業

手当（去年度月平均給料／3似休暇日数）が給付される（表 I-3 ）。日中間の

子育て状況について比較をまとめると，表 I-3 に示したようになる。
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第4節 小 括

本章は日中両国の女性の就業に関する問題を比較した。分析から、以下

の問題点が明らかになった。

L 中国では、就学年齢階級の女性の労働力率は日本より高い。中国の農

村部の女性の就学率が低〈、早めに職場に入ると考えられる。しかし、教

育は人生な重要な一部分であり、素養の提高と技能の把握と繋がっている

ため、女性の学歴の確認も必要であると思う。

2. 日本では、 25-34 歳の出産・育児年齢階級の女性の労働力率が低い。そ

れにより、育児と仕事の両立に関する、中国より日本の女性はもっと大変

な状態であると考えられる。保育の環境の差ではなくて、日本における家

族からの育児支援が少ないと思う。したがって、女性の就業を促進するた

め、仕事と育児を両立しやすい環境の整備が必要であると考えられる。

3. 中国における育児休業は都市戸籍の従業員しか取れないことである。

農村戸籍の従業員と企業に属しない自営業者や非就労者は生育保険に加入

できなく、出産費用は全額自費になっている。日本のような、生育保険は

普通の健康保険の一部分になるが必要であると考える。
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閥l注：

！.高等教育（毛）入学率とは、高等学校における在校数と規定の年齢人口

の比率を表したものである。規定の年齢人口は 18-22 歳の人口である。
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第 2章保育問題についての日中比較

第 l節 目本における保育現状と待機児童

保育サービスとは、保育所や幼稚園、その他の施設で実施される、子ど

もの保育に関するサービス全般を指していう。保育サービスは、大きく認

可保育所と認可外保育所の 2種類に分けられる。認可保育所とは、児童福

祉法に基づき都道府県又は政令指定市又は中核市が設置を認可した施設を

いう。児童福祉法上の保育所に該当しない保育施設は、認可外保育施設・

認可外保育所と呼ばれ、設置は届出制であり、無認可保育所と呼称される

こともある I （表 lI-1) 。

表1I -1 認可保育所主認可外保育所の比綬

認可保育所 認可外保育所
基準 児童福祉施設最低基準 国の基準を満たしていない場合

（厚生省令） が多い
申込方法 区市町村k 申込みます 施設Lこ宣接申し込む

保育料 保護者の前年度の収入 園独自で一律Lこ規定されている
Lこより決まる

保育土 保育士 保育従事者の概ね 3分の1 （保
育従事者が 2人の虫歯古都こあって
は1人）以よ隠保育士または看
護土の資格を有する者であるこ
と。

保育ζ従事 子ども 保育士 主たる関所時間の11 時間概ね児
する者の数 乳児 3 童福祉施設最低基準Lこ定める数

1 以よ（常時2名以上配置）
1・2歳児 6 1 11 時間を超える時間帯保育啓れ
3歳 20 1 ている子どもが1人である場合

4歳以上w: 30 を除き、常時 2名以上配置

※常時2名以上配置

資料出所：日本保育協会ホームペ日ジLこより作成
http ：／／附附.nippo.or.jp/h 側 to/
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認可保育所は児童福祉施設最低基準に満たしているが、認可外保育所は

国の基準を満たしていない場合が多い。表E lのように、認可保育所と認

可外保育所は申込方法、保育料金と保育土の面で違っている。認可保育所

の保育料は保護者の前年度の収入（所得税額か市民税）により決まるのに

対し、認可外保育所の保育料は園独自で一律に規定されているのが一般的

である。また、認可外保育所は、保育にあたる職員の 3分の l以上が保育

士か看護師などであれば、他の職員は保育士資格をもっていなくても正社

員として常勤して働くことができる。それに対し、認可保育所の保育士は

保育土資格を保有する職員だけである。

厚生労働省「地域児童福祉事業等調査報告 2004 （平成 16 ）年」により、

15% の認可外保育施設の利用者は「保育時間の利用条件が希望に合わなか

った」を選択した。このことは、認可保育所の利用時間が、必ずしも需要

を満たしていないことを示している。

通常の開園時間（8時～17 時が一般的）だけで仕事の時間に合わない人

も多い。多くの保護者が認可外保育所で子供を預けて働くことができるの

で、認可外保育所を利用する人数が多くになると考えられる。

日本における認可保育所は 23, 068 施設、定員は 2, 157, 890 人、利用児童

数は 2, 080, 484 人となっている（表II -2 ）。 2006 （平成 18 ）年からの推移を

見ると、施設数、定員、入所児童数はすべて増加している。保育所数は 2006

年から 2007 年にかけて年間約 150 施設増加したが，その後は年間の増加数

は 50 施設程度になったものの， 2009 年から 2010 年には 100 以上の増加と

なった。公立保育所については、施設数、定員、利用児童数はすべて減少

している。施設数は 1年平均で 200 ～300 施設減少していると同時に、定員

は一年平均で約 l万 5千人減少している。
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私立保育所の施設数、定員、利用児童数は増加している。施設数は l年

平均で 300 ～400 施設増加していると同時に、定員は一年平均で約 3万～4

万人増加している。これは現在地方自治体によって進められている公立保

育所の民営化によると考えられる。

表 II-2 認可保育所の施設数、定員、利用児童数の年度}j!J 推移

2006 年 2007 年 2008 年 2009 年 2010 年

保育所数 22,699 22,848 22,909 22,925 . 23,068 

うち公立 11, 848 11, 603 11, 328 11,008 10,766 

うち私立 10,851 11,245 11, 581 11, 917 12,302 

定員 2,079,406 2' 105 ,434 2,120,889 2,132,081 2,157,890 

うち公立 1,076,1348 1,0133,2134 1,0413,1354 1, 025' 938 1, 010 '742 

うち私立 1,002,758 1,042,170 1,074,235 1, 106 .143 1, 147' 148 

利用児童 2,003.1310 2,015,382 2,022,173 2,040,974 2.080.484 

うち公立 967,451 944,582 919,559 901,141 890,484 

うち私立 1, 036' 159 1,070,800 1,102,614 1, 139, 833 1, 189' 630 

定員充足率 96.4 95.7 95.3 95.7 96.4 

うち公立 89.8. 88.8 87.9 87.8 88.1 

うち私立 103.3 102.7 102.6 103 103.7 

資料出所：厚生労働省ホ｝ムページの『保育所の状況等Eこついて』 （平成
17 年4月1日～平成21 年4月l目）を基Lこ作成。
定員充足率＝（利用児童数十定員）

施設型保育施設は認可保育所と認可外保育所の以外に、幼稚園と認定こ

ども園もある（表II -3 ）。幼稚園の保育対象は満 3歳から小学校就学の始期

に達するまでの幼児で、保育時間は日中 4時間だけである。また、認定こ

ども園とは幼稚園、保育所と同様に就学前のこどもが日常的に利用する「第

三の施設」である（羽田、 2009 ）。
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表JI -3 保育施設の比較

特徴 対象

預かり保育を行う曜 1高3歳か邑小学
目を限定してる．夏 校就学の始期幼稚園
休みなど長期休暇中 Eこ達するまで
は休みがある の幼児

市区町立で、職員は

公立
公務員。労働条件が
よ〈ベテランの保育

認可保
土が多いのも特徴＠ 乳児(1 歳未満）

かち幼児（未就
育所 延長保育、産休明け 学児）

の実施率か高〈、日
私立 常的Eこもいろんな面

で融通が利きやすい
。

施 自治体が補助金を出

設 しているt齢量。施ii 量

裂 自治体の や人員Lこついて基準
助成施設 がある。小規模・少

人数で低年齢児を子責
かるところが多い．

認可外 職場の勤務時間や勤 乳児（1歳未満）
事業jlJi 内 務日K合わせた保育 か邑幼児（未就

保育所
保育所 をして〈れるのがメ 学児〕

リット。

補助金を受けていな

ペビ｝ホ い託児施綾で夜間や

デルなど
24 時間の保育や一時
預かりを多〈取り入
れている。

幼稚園、保育園、認
就学前の子ど

認定こども園 可外助蹴臨の制度
も

の乗り合い』こなる。

ベピーシッ 51 －会社
Eこよって依頼者の自

ベビーシッ51- 宅などLこ登録された
シッ担ーが派遣され
る。

個 市区町村の保育マ
認定された保育者 保育Lこ欠ける
（有資格者）が自宅

別 マ で保育する。
子どもも欠け

型 ない子ども

ファミリ｝・サポ
二重保育、病児保育
、一時保育など補完

－トーセン51-
的な役割を果たす．

民間保育ママ
原則として保育者の
自宅で保育する．

画面所1 保育園を考える貌め会ホームページLこより作成

http://www. eqg. org/ oyanoka1/ index .html 
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保育 申込 料金
時間 主T法 システム

日中4時間 車接施設へ 直接契約

8時間（原
則）最長11

所得税ζ
時間、延 役所窓口へ
長12 時間 応能負担

まで

夜の保育
時間が長
い、 日朝間
的Lこ融通
が利〈

勤務時間 直接施設へ 芭按契約
』こ合わせ
た

24 時間

約4時間か
ち8時間 直接施設へ 直接契約

直接施設へ 直接契約

短時間の 直接施設へ 直接契約
保育

産接施設へ 直接契約

直接施設へ 直接契約



2008 （平成 20 ）年 3月に、文部科学省・厚生労働省幼保連携推進室が認

定こども園を利用している保護者や運営する施設に対するアンケート調査

を実施した。その結果は、保護者の 8割、施設の 9割が認定こども園を「評

価する」という回答であった。しかし、評価は高いものの、制度について

の多くの課題が存在している。

近年では希望する保育所に入所できない、いわゆる「待機児童」の増加

が新たな問題として現れた。厚生労働省は、入所申込を行ったにもかかわ

らず入所していない児童から、他に入所可能な保育所がある場合及び自治

体の単独施策（認可外保育施設や保育ママ等）によって対応している場合

を除いた児童を待機児童と定義し、その数を毎年公表している。

待機児童数の変化について、 2007 年は 2006 年より 1868 人減少した。 2007

年～2010 年は 3年連続で増加した。 2009 年は前年より 5834 人増加した。

また、 2010 年 4月の待機児童は 26, 275 人に上り、前年と比べて 891 人を

増えた（表II -4 ）。待機児童数は 3 年連続の増加となり、その原因は育児

休業の普及で働く女性が増加し、また景気悪化によって共働きを望む人が

多くなり、保育所の需要が増えたためと考えられる（野辺、 2010 ）。

表Il -4 保育所待櫨児童数

2006 年 I2001 年 I2002 年 I200 伴 12010 年

待機児童数｜ ｜ ｜ ｜ ｜ I 19, 794 I 17, 926 I 19, 550 I 25, 384 I 26, 275 
（人）｜｜｜｜｜

資料出所：厚生労働省ホームページの『保育所の状祝等』こつい

て』 （平成17 年4月l日～平成21 年4月1日） tこより作成。

都道府県別では、東京都 7, 855 人、神奈川県 3, 095 人、沖縄県 2, 295 人、
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3 ヵ県で 2, 000 人を超えた。一方、青森県、富山県、石川県、福井県、山

梨県、長野県、鳥取県、香川県、宮崎県には、待機児童がいなかった（2009

年） 2。地域によって大きな差があることがわかる。その原因については、

共働き家庭の増加などにより、都市部を中心に、保育所待機児童数が多い

ことがわかる。

。j

V' 

' 

〆

側通リ府県 It 暗舗児童賞

お膏

1同人朱灘 世6)

図 1曲人以上珊人未満 (10) 

囲醐人以上1脚人絹 ( 2) I 肩雇

圃 1脚人以上a脚人絹
( 7) 

口3. 醐人以上 (I) 「肩車車

..脚人以上 (I) 

車，，省手県陸前事国市ll ぴ大槌町．循島県広野町．奮闘町及ぴ＇Jll 江町．宮線県山元町、女川町
ll ぴ陣三陸町の8市町は倉まず．

注2 各道府県には政令指定繍市中篠市を曾む．

図Eーl 全国待機児童マップ（都道府県別）

資料出所：厚生労働省
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第 2節 中国における保育現状

I. 中国の幼児の保育環境の変更

中国では、 O～6歳の教育は包括的に「学前教育」と呼ばれ、基本的に、

「幼児教育」は 3～6歳の「幼児園」教育を指す。幼児園は教育部門管轄の

教育機関である。。～3歳児は、制度的には衛生部門管轄の「託児所」が保

育することになっている（一見、 2011) 。

1980 年代まで、中国の学前教育は基本的に保育サービスに属し、社会的

な福祉事業に指定されてきた。親の育児不安を解消すると就業女性のニー

ズを満足するために、 「託児所」と「幼児園」が提供され、保育サービス

は親の就労をパックアッフ．する福利厚生機能となっている。

しかし、 1980 年代に固有企業のリストラが増加したことに伴い、従来の

学前教育体制は変更され、市場化へ向かった（刻、 2009 ）。多くの企業は

社会福利厚生機能から離れ、機関を合理的な改革するために、公立幼児闘、

特に固有企業付属幼児闘を開園した。その結果、経済システムの改革は、

民営教育の大いなる発展に適した条件を提供している。一部の公立幼児園

すなわち元企業または事業部門が運営していた幼児圏の閉鎖と合併も、事

実上民営幼児教育の発展にチャンスを提供している（張・劉、 2005 ）。

1999 年以降の「早期からの教育」政策に着手以来、。～3歳の年齢段階は

主に衛生部門によるケア主体であったが、教育部門による教育も重視され

るように変化している。従来の託児所は、単独では存続しなくなり、教育

機関である幼児圏の託児部ないしは「小小クラス」 (I 歳児または2歳児か

らの保育）として、合併吸収されることが多くなり、いわゆる「託幼一体化」

が進んでいる（一見、 2011) 。
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一見（2011) によると、一人っ子政策の開始以前は各家庭の子ど、もの数

が多く、新生児の世話のために年長の子どもが寄宿制保育に預けられるこ

とや、母親の就労のために産休明けからのゼロ歳児保育の利用もよくみら

れた。ととろが、一人っ子政策の時代になると、家庭での手厚い育児を保

護者が望むようになり、寄宿制保育やゼロ歳児保育の利用が急速に減少し

た。とくに後者はほぼ消失したといってもよい。ゼロ歳児保育が無くなっ

たことが原因で，働く女性たちが就業するためは、退職した祖父母に託児

することが一般化である。

近年、学前教育の福祉性は軽視され、教育性が重視されるようになった。

一人っ子は家族の希望と寵愛を一身に集め、親と祖父母は子どもの教育、

特に学前教育を重視することになっている。学前教育の発展と親のニーズ

の不均衡は「入困難」、 「入園高」などの社会問題を生んだ。そこで、本

節は一人っ子政策を背景にした中国の幼児の保育・教育制度の現状を説明

するために、 「入園難」、 「入園高」の基本的な原因を考察することを目

的とする。

l. 1 寄宿制保育施設の消失

中国における託幼機関は親の就労ニーズに合わせて、全日制、寄宿制、

半日制、季節制をとることが可能で、中でも「全託」と呼ばれる寄宿制は、

社会主義中国特有の保育制度といえる（一見、 2011) 。

しかし、現在は、一人っ子政策の実施、農村出身のベビーシッターの普

及、それ加えて早期退職や解雇で家庭に入る女性が増えたことなどの理由

から、乳児期の機関保育への需要が大きく低下した。このため、乳児の寄

宿制保育も全日制保育もほとんど行われていない（一見、 2005 ）。

l. 2ベビーシッターの急増
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中国では、ベビーシッターは”保婿（パオムー）’と呼ばれている。通常、

「保母」を雇った場合、子どもの面倒をみるだけの場合と、買物や料理・

掃除・洗濯などの家事も行う場合がある。後者は、いわゆる家政婦と同様

である。 「保母」は住み込みと非住み込みの二種類がある。大部分の「保

母」は内陸農村からの若い女性および企業から解雇された女性たちである。

生活水準の向上とアイデアの変更とともに、女性の家事の負担を軽減する

ため、多くの家庭は「保母」を雇う。また、親族からの育児援助を受ける

ことができない就労女性は「保母」を雇う例も日常的である

幼児園の総数の推移を見ると、 2000 年以降は約 18 万ヵ所になっていた。

しかし、 2001 年から幼児閣の総数は大幅に減少した。 2001 年 (111, 706 ヵ

所）と 2002 年 011, 752 ヵ所）の 2年は幼稚園児数が 2000 年より約 6万カ

所減少した。その後、幼児園の総数は次第に増加しているが、 20 日年の

166, 750 ヵ所は 2000 年の 175, 836 ヵ所を超えていない（図 II -2 ）。
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図II 2 中国における幼児園の総数の推移（！Ok)

資料出所：中国教育統計年鑑 (1984 ～201 1年）
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次に、幼児閣の総数の変更の原因を明らかにする。教育統計分類に基づ

き、中国の幼児園は 4つの種類があり、その内訳は、教育部門によって管

理する幼児園（教育部門幼児園を省略する）、他の部門によって管理する幼

児園（軍隊、社会団体など、他の幼児園を省略する）、集団によって管理す

る幼児園（都市部における固有制企業内幼児圏、町内管理の幼児園、農村部

における団体管理の幼児闘など、集団幼児園を省略する）と私立幼児園であ

る。
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図II -3 管理別にみる幼児園の総数の推移

注．①他の幼児閤（Run by Non-Education De par tmen t）、私立幼児園

(Non-state/private ）、集団幼児園（Run byCommuni ties ）、教育部門幼児園

(Run by Education Department) 

②2001 年～2004 年、集団幼児園の数は教育部門幼児園の数に含まれた。

③2004 年、統計は分類されていなかった。

資料出所・中国教育統計年鑑 (1997 ～201 l年）
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管理主体別に幼児園の総数の推移をみると、 1997 ～2010 年の教育部門幼

児闘の数はあまり大きな変化がなかった。しかし、他の教育部門幼児闘の

数は 1997 年の 20, 410 ヵ所から 2010 年の 3, 797 ヵ所を残し、 81% 減少した。

また、集団幼児園の数は 1997 年の 106, 738 ヵ所から 2010 年の 15, 077 ヵ所

になり、 86% 減少した（図 II -3 ）。

学前教育資源の急激な減少は、他の幼児園と集団幼児園の数の減少と関

係していることは明白である。これらの幼児園が減少した原因は基本的に

は 1990 年代中国の市場化経済に向けた企業の改革である（何・泰、 2012 ）。

表ll -5 各都市の幼児聞の等鰻

一級 コ級 三級
北京

ー類 ｜ニ類 ｜ 三類 一類 ｜二類 ｜ 三類 一類 ニ類 三類

上海 市模範園 市ー級 市ニコ級 未定級

重慶 一級 二級 三級 四級

成都 ー級ー等 一級二等 ニ級 三級

杭拘｜ 特日級 甲等 乙級 丙級 丁級

刷 I 省一級園 市一級薗 区一級薗 未評価

青島 実験、模範、特色 一類 ニ類 三類

南京 省模範薗 市模範園 市良質園 標準園 一般園

無主S 省模範囲 ｜市唱園 市二類園｜尉円掴 市合格薗 尉す二類厨 粛す合格園

蘇州 省模範園 市現代化園 一類 二類 合格園

長抄 省模範園 市僕範園 区模範園 標準園

石家圧 省模範園 一類 二類 三類

甫昌 省模範園 一級 二級 三級

太原 五つ星園 四つ星圏 三つ星園 二つ星薗 一つ星園

厘門 省良質圏 市良質園 普通画

資料出所：全国部分城市幼JL 因分突等級，早期教育（教用版，2008H こより作成

また、中国の各地域の教育行政機関の基準とルールにより、幼児園は明
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確に分類されている。 「中国教師百科、幼児教育巻」が定めた定義による

と、幼児園の分級分類受け入れ基準は中国各級政府が保育・幼児教育施設

を評価する主な手段である。分級分類受け入れ基準中の“級”は主に幼児

園の環境、施設、教員の学歴などを反映する客観条件である。 “類”は主

に幼児園の管理、教育と保健の水準などを反映する主観要素である。

中国の幼児教育事業では、主に統一管理の方法で取り組み、地方で分級

管理をする方法を取っている。また、各地の文化経済発展状況レベルの違

いにより、各地に独自の幼児園の分級分類の受取基準を持っているため、

それに従って生じ出る幼児圏の構成にも相違がある。全国部分都市幼児園

の分級分類の構成は表 II -5 に示す通りである。

2. 中国の学前教育発展の不均衡

昼間10 ）は、中国の学前教育発展の不均衡現状について、 31 の省（地域）

を4つの種類に分類した。 I類地域は北京と上海の大都市地域のみであり、

E類地域は天津、遼寧、江蘇、漸江の 4の省であり、 E 類とN 類地域は 9

の省（地域）と 15 の地域を含め、中国の 31 の省（地域）の 80. 7% を占めてい

る。 I類と E類地域の 6の省（地域）は東部地域であり、大部分のE 類とN

類地域は内陸の経済発展が遅れた地域である。

表II-6 学前教育不均街地域の分類（雀、 2010)

地域類別 省（市）名称
全体Eこ対するサン
プ；］，の割合（%）

I類地域 北京、上海 6.45 

E類地域 天津、遼寧、江蘇、漸江 12.9 

河北、山西、内モンゴル、吉
E 類地域 林、黒龍江、映西、甘粛、青 32.26 

海、寧夏、新彊

安徹、福建、江西、河南、山

N 類地域
束、湖北、湖南、広東、広西 48.39 
、海南、重慶、四JI[ 、貴州、
雲南、西蔵
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I類地域 E類地域 E類地域 N類地域

図II -4 4類地域の粗入園率の比較

注：組入国率＝（在国児数ー非本地戸籍在園児）／（本地戸籍 4～6歳幼児一本

地流出 4-6 歳幼児）

資料出所：中国教育統計年鑑（2008 ）、窪（2010)

粗入国率についてみると、 I類地域と E類地域は I. 05 と0. 94 であり、

より高いレベルに達した。特に I類地域の粗入園率は 100% を超えたのは流

動人口の統計の偏差である。 E 類地域とN 類地域はただ 0. 48 と0. 53 であ

った。全国の 31 の省（地域）のうち、 21 の粗入園率は低く、 0. 6未満であっ

た。 N 類地域に属する西蔵の粗入園率は全国で最も低い 0. Iである（図 E

-4 ）。

2. 2園児数対教師数

図II -5 に示すように、 I類からN 類地域の園児数対教師数（教師一人当

たりの園児数）は増加している。北京、上海の園児数対教師数は 14 であり、

これら二つの都市では教師資源が充足していると考えられる。 E類地域の
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園児数対教師数は 25 であり、 I類地域と比べて大きい差があるが、全国の

平均値より 4. 54 ポイント低い。 E 類地域の園児数対教師数は全国の平均値

と同じレベルであるが、 N 類地域の園児数対教師数は全国より 2. 92 ポイン

ト高い。 IとE 類地域より、 E 、N 類地域の園児数対教師数は不足状態で

あることを示している。とくに、 N 類地域の貴州省、その数は 61 に達した。

以上のことから、大都市では教師一人当たりの担当園児数は少なく、農

村地域における教員一人あたりの園児数が多く、保育水準において地域格

差が大きいことが明らかとなった。

お

叩

山

部

初

日

山

叩

5

0

圃園児数対教師数（人）

I類、地域 nn•醐 E類地域 N類地域

図lI -5 4類地域の幼児園現状の比較

注：専門教師は専科学歴以上学歴を持っている教師である。

資料出所：中国教育統計年鑑（2008 ）、窪（20 I 0) 

2. 3 専門教師の比率

教師については、 I類地域の専門教師比率は 91% であり、他の 3類地域

より著しく高い。一方、 E 類地域の専門教師比率はE類より高く、 80% に
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達した。 N 類地域の専門教師比率は 60% であり、全国で最低レベルである

（図 II -4 ）。

2. 4教育経費支出対 GDP

中国では教育への財政投資は地方政府の責任とされているため、地域間

の財政力格差を反映して教育経費支出の格差も大きい。図 II -6 に示すよう

に＇ 4類地域の教育経費支出対 GDP の差は大きくないが、支出金額の差は大

きい。 I類地域の投入金額は 15, 429 元、 E類の I. 8倍、 E 類の 3. 7倍、 N

類の 5. 6倍であった。

・・教育経費支出対GDP →ト教育経費支出
25 

20 

15 

！日

5 

。

i類地域 E類地域 E 類地域 N 類地域

図II -6 4類地域の教育経費支出の比較

資料出所：中国教育統計年鑑（2008 ）、窪（2010)

3. 都市部における「入困難」、 「入国高」の問題

18000 

16000 

14000 

12000 

I 0000 

8000 

60 日目

4000 

20 日。

日

「教育青書：中国教育発展報告（2011) 」によると、中国都市部におけ

る「入困難」、 「入園高」の問題は非常に顕著である。サンプルのお都市

のうち、北京、深却I［、天津、西安、南京、青島、銀川、成都、鄭州の 9都
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市における、 3割以上の住民は「入困難」、 「入園高」の問題は非常に顕著

であると回答した。北京市では、 5割以上の住民は「入困難」、 「入園高」

の問題は非常に顕著であると回答した。

図II 3からわかるように、経済体制改革後、自治体が経営する公立の幼

児園は急速に減少した。特に、中国幼児教育の大半部分を支え、低収入の

家庭の子どもを対象としていた集団幼児園は減少し，低所得世帯の保育に

支障を来している。

公立性質の幼児園の数の減少、学前児童の数の増加と保育ニーズの多様

化が原因となって、中国の私立幼児園は急増している（図 II -7 ）。しかし

ながら，市立幼児闘の増加があっても，低所得世帯が託児できないため，

それらの世帯の保育先の確保は困難な状況にある。
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E日日日日

7日日日日

日日日日日

5日O日日

4日000

3日00 日
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図II 7 私立幼児園の数の推移

資料出所：中国教育統計年鑑 (1997 ～2009 年）

大部分の私立幼児圏は利益を目的として、親のニーズを満足するため
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に設立された。私立幼児園は公立より保育費用が高く、施設は公立より管

理が良くない。しかし、近年、富裕層のニーズを満足するため、施設が豪

華で、教育内容が豊富な“貴族園”が出現している。

現在、中国は 9年の義務教育を行っている。小学校から中学校までの教

育費は無料である。しかし、中国教育新聞の調査によって、多くの中国の

幼児閣の保育費は 2, 000 元／月以上であり、 7, 000 元／月以上（保育費 5, 500+ 

食事費 400 ＋送迎 50 ＋保険料 80 ＋ピアノ学費 500 ）の幼児園もある。

また、中国青年報によると、公立幼児園の保育費は安いが、一部の公立

幼児園に入るために、親は協賛費を払わなければならない。その協賛費は

年間 2-5 万元であり、普通のサラリーマンには重い負担になった九

北京市の場合、公立幼稚園は 600 ～1000 元／月程度であり、私立幼稚園は

1200 ～2800 元／月程度であり、私立託児所は 1500 ～3600 元／月程度である。

3歳未満児の入園率は 21% である。約 8害lj の3歳未満児は保育施設を利用

していない現状である（表II -7 ）。

4. 都市部における女性労働参加と育児の問題

杜（2008 ）は CHNS （中国栄養健康調査）データを利用し、育児のメカニ

ズムが変更された時、育児と家庭構造の変更は女性の労働参加にどのよう

な影響をするか論じた。それによると、父母、配偶者父母の居住地と女性

の労働参加率には強い関係があり、住所が職場に近い場合、女性の労働参

加率は高い。女性の労働参加率は配偶者父母の居住地に大きな影響を受け

ると指摘した。

日本では、女性の労働参加率は末子年齢の影響を受けており、末子の年

齢が高い場合、女性の労働参加率も高い。それに対して中国では一人っ子

政策をとっているために，末子の年齢による女性就業の違いはないので，
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子どもの年齢によって単純に母親の労働参加率を検討することができるは

ずである。しかしながら，出産休暇や育児休暇の制度整備の面から考察す

ると，サービス業や飲食業などの自営業種などでは必ずしも制度的な保証

がないため，それらの職種に就く女性たちの育児休暇の取得は十分とはい

えない。

表Il-7 保育サービス：就学前児童向け託児施設の設置状祝

種別 託児所 e 幼稚園

設置運営主体 教育部、企業、学校

財源 園、地域及び児童の保護者

北京市の場合、

料金
公立幼稚園： 1人／1カ月 600 ～1000 元程度
私立幼稚園： l人／1カ月 1200 ～2800 元程度
私立託児所： l人／1カ月 1500 ～3600 元程度

利用者 幼稚厨（3歳～8歳児）、託児所（3歳以下）

幼稚園数15 方カ所、
利用状況 幼稚園の在学園児2.976 万人、

入園率56.6% (2010 年中国教育事業発展統計会報）

3歳未満児のう
北京3歳未満児の入園率~::J:21% （婦女緑皮書： 2006 ～

ち、認可Eきれ
た保育サービ

2007 年中国性別平等と婦女発展報告）

スの利用割合

資料出所：労働政策研究・研修機構「海外労働情報国別基礎情報
中国2013 」
http ：／／刊円刊. j i I ,go. jp/foreign/basi c_informat ion/ china/2013/ chn 
-5 .htm(2014 年1月9日）
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第 3節保育施設と保育サービスの日中比較

中国の保育施設は日本より保育施設の迎え時聞が早く、 16 時～17 時であ

る。日本の保育所は働く母親の育児と仕事の両立を支援するため、延長保

育、休日保育などの保育サービスを提供していることが多い。しかし、中

国では大部分の保育施設に延長保育のシステムがなく、遅い時間帯まで仕

事をしている母親は保育所への子どもの迎えができないため、祖父母によ

る迎えの支援と送迎用の保母を雇用することが一般的である。

その上、中国は休日保育、病児保育などの保育サービスのシステムは、

全くない。そのため，土曜と日曜日に就業することが多い飲食関係のサー

ビス業や販売関係の業種に就業している母親は仕事と育児に両立させるこ

とが難しいと考えられる。
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第4節 フランスとドイツにおける保育システム

本節では，日中の保育システムを世界の状況と比較するために，保育サ

ービスが進んでいるといわれるフランス、ドイツを事例として，それぞれ

の国における保育システムについて検討する。

表II -8 フランスζおりる保育施設

材調 保育対象 保育料金 保育待問

市町村立、あるい陪
所得水準lこより 厳密K決められ

蜘t働いてい異なる。市町村ており、親の仕
保育所（creche 県立。保育者1人K

る3ヶ月～3歳－県・家族手当事の都合Kよる
collective) っき子供陪5～8人

までの幼児 金庫から補助金時間の融通はき
。

を受けている。 かない。

子供の親が共同で運
営する保育所。

親保育所
施設ζより異な

家庭外の
(creche 常勤0)(: 耳母在中以こ

る
parentale) 、刊現の親自身も保

集団的保
育K参加（週1回～

育施設
月l回ほど）

家庭課育所 市町村が保育？？を
親の所得水準K

親の仕事の都合
(creche 雇って運営する家庭

より異なる。保Kより保育時間
fa 旧iliale) 内の保育所

育料は市町村ι
明樋がflj¥

納める

児童園（ja 吋in
遊戯を通じて子供の 3～8歳までの
発達を促進する保育d’enfants) 
施設

幼児

託児所（halte- 非定期仁、間割問だ
機児未満

garderie) ~t 
保育料は、親が

家庭外で保育？？ ブリ日の保育者が自 直接保育.，. .,. ~~ 

の個別保 (a 関 istante 宅で数人の子供を保 支払う。家族手
育 maternel le) 育する制度。 当金庫かち補助

がある。
個別保育者

親が自宅仁保育者を
家庭内で (ga 吋ea 

雇う制度。費用が最
の在宅保 dcmici le ）ある

も高川果育制度の1
育 いは保育ママK

よる在宅保育
つ

資料出所：フランスとドイツの家庭生活調査経済社会1鉛研究所（蹴I)
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経済社会総合研究所（2005 ）の「研究会報告書」によると、フランスの

就学前教育は、 3～5歳児を対象に、主として幼稚園で行われる。幼稚園は

国民教育省の管轄にあり、保育所・託児所と小学校の中聞に位置する教育

機関とされている。義務教育ではないにも関わらず、保育料は無料である。

希望すれば 2歳から入国することができ、 2歳児の入国率は 35% である。

幼児教育の普及率は非常に高く、 3～5歳児の就学率は現在ではほぼ 100%

である。有料ではあるが、幼稚園でも希望をすれば給食サービスが受けら

れる。

また、フランスではほとんどの女性が出産後も仕事を続けるため、幼稚

園に通えるようになるまでの乳児を預かる施設、あるいは幼稚園以外の施

設についても多様な保育システムが整備されている。日本と異なり、仕事

をしている両親が祖父母に子供を預けることはほとんどない。幼稚園以下

の 3歳児までの保育に関しては、雇用連帯省（Mini st 色re des affaires 

social es, du travai 1 et de la sol idari t邑）が管轄している。幼稚園以

外の保育施設については、家庭外の集団的保育施設、家庭外での個別保育、

家庭内での在宅保育の 3種類に分けることができる（経済社会総合研究所、

2005 ）。

ドイツにおける保育システムは、非常に複雑である。西ドイツでは、子

どもは 3 歳になるまで家庭で母親が育てるべきであるという観念が強固

であったため、特に 3 歳未満児のための保育施設の整備が著しく遅れてい

た。他方、女性の就業が当然であった東ドイツでは、対象児童の範囲や保

育時間のいずれにおいてもはるかに充実した保育が提供されていた。 1990

年のドイツ統一後、今日に至るまで、このような保育の東西格差は解消さ

れていない（粛藤、 2011) 。

42 



粛藤（2011) によると、児童のための施設・サービスには、 「昼間施設」

と「児童昼間保育（在宅保育）」の 2種類がある。昼間施設は、一般に、

対象とする児童の年齢別に、保育所（0 歳以上 3 歳未満対象）、幼稚園（3

歳以上 6 歳未満対象）、学童保育（基礎学校入学以降対象）の 3 形態に

分かれるが、これらを組み合わせた複合施設も多く、多様な形態がある。

保育の提供においては、教会系などいわゆる 6 大福祉団体が大きな役割を

果たしている。保育施設の費用は、施設の設置者、地方公共団体、州及び

親が負担するが、分担の方式や割合は州ごとに異なる。親の保育料は、施

設の設置者ごとに異なるが、親の所得や保育時間によって細かな段階が付

けられることが多い。民間施設に対する補助方式として、近年、実際の保

育量に応じて補助を行うパウチャ一方式が一部の州で導入され、注目を集

めている。 2010 年現在、 3 歳以上就学までの児童の保育率は 9 割を超え

ているが、 3 歳未満児の保育率はようやく 2 割を超えたに過ぎない。

ドイツとフランスの保育制度を比較すると、一番大きく異なる点は 3～5

歳児を対象とした幼稚園の保育料金である。フランスの幼稚園は 99 パーセ

ントが公立であるため、無償である。それに対し、ドイツは近年、いくつ

の州・市で無償化を導入したが、 3～5歳児を対象とした幼稚園は基本的に

有償である（表II -8 ）。

3～5歳児の幼稚園の在籍率はドイツよりフランスは高い。 2007 年～2010

年の変化をみると、フランスの幼稚園の在籍率は低下しているが、ドイツ

では上昇している。しかし、ドイツより、フランスの 3～5歳児の幼稚園の

在籍率は 6ポイント高い（図 II -9 ）。

フランス政府は各種の福祉制度や出産・育児優遇の税制を整備したと同

時に、出生率は欧州諸国の中で比較的に高い位置にあった。ドイツは 2005
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年時点で出生率が I. 34 人と世界でもかなり低い水準にある。その後ドイツ

政府は各種教育手当の導入やベビーシッターなど育児産業の公的支援、教

育費の大幅増額などを進めた。しかしながら、現在のところ出生率の増加

につながる成果は、挙げられてはいない。

表II-9 就学前教育・保育制度の国際比較

フランス ドイツ
就学前教育 対象 幼稚園（3～5歳） 幼稚園（3～5歳）

地域事情Lこより 2歳も
可能

在籍率 5歳児 99 パーセント 5歳児 84 パーセント
4歳児 99 パーセント 4歳児 96 パーセント
3歳9i¥ 98 パーセント 3歳児 58 パーセント

(2010) 3歳のみ保育施設含む（2010)

所管 国民教育省 連邦制のため、基本的Eには名
弁I~こ権限がある。

保育 対象 集団託児所 保育所 co~2歳）
認定保育ママ（0～2
歳）

所管 労働社会関係家族連 連邦制のため、基本的Lには各
帯省 州、I~こ権限がある。

無償化の状況 主Lこ3～5歳児を対象 3～5歳児を対象とした幼稚園
主した幼稚園は99 パ 陪、基本的Eこ有償。
ーセントが公立であ 近年、 4つの州・市で無償化を
り、無｛賞。 導入。

資料品所E 文部科学省「教育指標の国際比較（平成25 年） J 

フランスとドイツ出生率の違うは保育サービスの充足と関係があると考

えられる。経済社会総合研究所（2005 ）の「研究会報告書」によると、税

制の整備と労働市場の制度も関係がある。例えば、フランスは子どもをも

っ家庭に有利な N分N乗方式の所得税制がある。また、 35 時間の労働制で

男女ともに、短時間の労働である。それに対し、ドイツでは学校は半日制

で、給食はなく、子どもは昼前に下校するため、母親のフルタイム就業は

事実上困難であり、性別役割分業意識が強いこともあいまって、女性は就
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業か子育てかの二者択一を迫られる状況が原因で、出生率は低迷している。
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図II -8 フランスとドイツの 3～5歳児の幼稚園の在籍率（%）

資料出所： 「教育指標の国際比較」 (2013 （平成 25 ）年版）より筆者作成

45 



脚注：

L ウィキペディア百科事典

http ・：／／ia. wikipedia. org/wiki/%E8%AA%8D%E5%8F%AF%E5%A4%96%E4%BF%9D% 

E8%82%B2%E6%96%BD%E8%A8%AD (2012 年 10 月 l関覧）

2. 厚生労働省「都道府県・政令指定都市・中核市別保育所待機児童数集

約表」平成 22 年 4月 l日

3. 栃干浮「幼JL 国境助費的来ft 去肱」 『中国青年扱』 ( 2012 年 01 月 06

日02 版）
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第 3章 日本の地方都市の中心部における保育と女性の就業ー東広島市西

条地区を事例として

第 l節研究対象地域

本章では東広島市を対象地域とし、保育と女性就業に関する研究を試み

る。その理由として、東広島市は広島大都市圏の東側に位置し、近年人口

増加が著しく、急激な都市化を経験した都市であるとともに、赤瓦と白壁

の伝統的な家屋様式が残る農村的な景観も併せ持った都市であり、都市化

した地域と農村的な地域が併存するような典型的な地方都市と判断したか

らである。

東広島市は 1973 年に広島大学の統合移転先が旧西条町に決定したことを

受け、 1974 年に西条町、志和町、高屋町、八本松町が合併して東広島市と

して市制施行が始まった。その後、東広島市は 2005 年に黒瀬町、河内町、

豊栄町、福富町、安芸津町を編入し、広大な市域面積をもっ自治体となっ

た。人口は、市町村合併に伴って周辺市町村の人口を吸収する形で、広島

県内で第4位の人口規模となっている l。

マツダ関連の各種自動車関連工場やシャープや NEC などの電子工業の進

出などによって、東広島中心部では人口が急増したため、保育所や幼稚園、

小学校などの教育関連施設の整備が遅れており、住民の保育需要をすべて

満足させることができない状況である。一方、広域的な合併によって、市

域北部や沿岸部の新たに市域になった地域の多くは過疎地域であり、人口

減少が顕著となっている。

！.東広島の人口推移と女性の就職状況

西条地区は東広島市の中心部であり、広島大学などの学術研究施設が集
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積し、大型ショッピングセンターや金融機関も多数立地し、それに伴い就

業者や研究者、技術者、学生などが転入し、人口は増加傾向にある。また

新たな住宅供給に伴い若年世帯の転入が多く、年少人口（0～14 歳）は増

加している（図ill-I) 。
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図E 【 l 西条地区の総人口と年少人口の推移

資料出所・東広島市次世代育成支援行動計画（2010 年 3月）より筆者作成

2000 年から 2010 年までの 10 年間の労働力人口の変化をみると、男性と

女性の労働力人口とも増加している（図ill 2）。東広島市における女性就業

者数は、 2000 年から 2010 年にかけて 13, 918 人増加しており、 2010 年の女

性就業者率は 49. 6% である。このような女性就業率の増加により、保育サ

ービスの需要が高まり、 2000 年の保育所数は 29 施設であったのが、 2012

年には 55 施設に培加している。

I次に、 5歳階級別労働力率をみると、総数では 2010 年の東広島市労働力
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率は 2000 年とほぼ同じで変化が小さいが、男女別にみると、男性の労働力

率は 2000 年より低下しているのに対して、女性の労働力率は上昇している

（図ill 3）。
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男性は 25 歳から 59 歳までの各年齢階級で 80% 以上と高い一方、女性は

25 歳～29 歳と 45 歳～49 歳の二つの年齢階級で高く、 35 ～39 歳を谷とする

M字型となっている。これは日本の多くの女性が、 20 代後半から 30 代前半

にかけて結婚や出産により、就業を一時中断し、子育てがある程度落ち着

いてから再び労働市場に戻る乙とを示している。 2010 年のM 字型は、 2000

年に比べかなり浅くなっている。女性の晩婚・晩産化による子育て年齢の

上昇と強い関係があると考えられる。

また国勢調査（2005 年）の結果から、東広島市の 15 歳以上の女性就業者

数をみると、事務従事者の数は最も多く、全体の 24. 6% を占めている。次

は技能工・生産工程作業者及び労働作業者、採掘作業者であり、全体の 21%

を占めている。専門的技術的職業従事者とサービス職業従事者は全体の

16. 8% と 15% である。

子育て期の母親が多い 25 ～44 歳の女性就業者の産業別就業人口をみると、

約 7割の労働女性は第三次産業に就業している。なかでも、卸売・小売業、

医療・福祉とサービス業に従事している女性が多く、それぞれ 28. 2% 、24. 2% 

と 17. 3% である。 25 ～44 歳の子育て時期の母親の就業が多いこれらの産業

は、非正規就業率が高い産業であると言える（表III- I) 。

2. 東広島西条地区の保育現状と待機児童

東広島市内の保育サービスの状況をみると、認可保育所は 46 施設、認

可外保育所は 9施設ある。認可保育所は東広島市内では西条地区に最も多

く(16 施設）、次いで八本松地区（7施設）であり、認可保育所の数最も少

ないのが豊栄地区 (I 施設だけ）である。また、 9施設の認可外保育所のう

ち、 5施設は西条地区に属している。

保育所の数は地区の特性と関連している。西条地区は東広島市の中心で

50 



あり、密集した居住人口に対応して多くの保育施設が提供されている。

表m-1 東広島市ζおける年齢、産業別kみた女性の労働人口（人｝

年齢 総数 第一次第二次
第三次産業

分類不能
産業 産業 の産業

第三次産卸売・ 飲食店・ 医療・教育・学サーピその
業総数 小売業 食i自業 福祉 習支援業 ス業 他

2ト 29 3501 18 718 幻26 666 142 785 298 527 308 45 

3ト 34 3808 31 921 釘91 674 188 665 343 549 372 65 

35 ～39 3686 26 862 幻52 701 172 725 305 497 352 46 

40 ～44 3899 41 818 2980 743 175 8唱。 395 466 311 60 

その他 22368 幻80 3915 15350 4721 1577 3375 1367 2819 1491 323 

総数 37268 2896 7234 26599 7印5 2254 6440 2708 4858 2834 539 

資料出所：統計閥P国勢調査（捌昨）より筆者峨
仏ttp://w.,.stat.go 目jp/ data/kokuse i/2010/ index .html 

保育時間をみると、東広島市の認可保育所の保育時間は 7時～19 時が多

く、朝 7時前と夜 19 時以降の保育施設がない。また、土曜日に開園する保

育所は 40 施設である。しかし、 17 時以降開園する保育所は 22 施設だけで、

約半分の保育所は昼までの保育である。

入所状況をみると、福富地区（2施設）と豊栄地区 (I 施設）と安芸津地

区（3施設）の入所率は 100% 未満であり、これら三つの地区の保育施設で

受け入れに余裕がある。他の地区では、閉園時間、特に土曜日の閑園時間

が遅くなる場合、保育所の入閣率が高い。遅い時間まで、また土曜に就業

する母親が多いため、延長保育と休日保育のニーズが高いと考えられる。

その上、保育所の入所率は保育所の受入年齢と関係している。大部分の

保育所の受入年齢は小学校就学までであるが、最低年齢の差が大きい。母

親の就業の関係で生後 6ヵ月、特に生後 3ヵ月から入所できる保育所の入

所率が高くなっている。それは、非正規就業者には育児休業がなく、収入
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を得るために産後直ぐに職場に戻るためであると考えられる。

また人口が増加しているために、待機児童の問題が深刻な西条地区にお

ける保育サービスの状況をみると、 2010 年 10 月 1日時点における認可保育

所は 15 施設、定員は 1525 人、入所児童数は 1601 人となっている（表III -2 ）。

表］［－2 西条地区の保育所、幼権国施設数、定員、現員
、入所率

施設数 定員（人）現員（人）入所率

保育所 公立 875 916 104% 

私立 6 650 685 105% 

計 15 1525 1601 105% 

市立 140 140 100 国

幼稚園 私立 685 622 90% 

国立 90 90 100% 

計 5 915 852 93% 

資料出所：東広島市公式
HP 〔http ：／／円刊円.city.hig 呂田hihiroshima.hiro 唱hi ma. jp ／）よ

り筆者作成

表III-2 をみると、西条地区の公立認可保育所は 9施設で、私立よりも 3

施設多い。また、公立認可保育所の定員は私立の認可保育所よりも多い。

しかし、西条地区の保育所の入所率をみると、公立、私立の両方が 100% 以

上となっている。年少人口の増加に伴って、保育所を利用する児童の割合

は上昇している。保育に該当する年齢の児童数の増加だけではなく、近年

は、女性の職場進出、核家族化の進行を背景に保育ニーズ、は急速に高まっ

てきていると考えられる。
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表］［－3 西条地区の認可保育所

公私 名称 定員
入所児童 保育時間 土曜目

受入年齢
数

開園 緯圏 開園 降園
あおぞら

8ヶ月～ 3私 キッズス 30 26 7:15 19:15 7:15 17:30 
歳未満クール

あい保育 3ヶ月～小
私 圏西条中 90 91 7:30 19:30 7:30 19:00 学校就学

央 時未満

御薗字保 1 歳～小
公 150 149 7:30 18:30 7:30 17:00 学校就学

育所
時未満

三永保育 l 歳～小
公 105 113 7:00 19:00 7:00 17:00 学校就学所

時未満
生後3ヶ月

私 みづき保
閃 66 7:30 19:00 ～小学校

育園 就学時未

t高
生後8ヶ月

私 玉法保育 90 102 7:00 19:00 ～小学校
園 就学時未

t商
郷田保育 l 歳～小

公 80 71 7:30 18:30 7:30 12:30 学校就学
所

時未満

吉土実保
10 ヶ月～

ノ，H＼ 100 118 7:30 18:30 7:30 12:30 小学校就
育所

学時未満

円城寺保
1 歳～小

公 90 101 7:00 19:00 7:00 17:00 学校就学
育所

時未満

愛育保育
3ヶ月～小

私 150 152 7:00 19:00 7:30 17:30 学校就学園
時未満

寺西保育 1 歳～小
公 120 141 7:30 18:30 7:30 17:00 学校就学

所
時未満

西条東保 l 歳～小
公 110 122 7:30 18:30 7:00 11:00 学校就学

育所
時未満

西条保育
10 か月～

公 120 101 7:00 19:00 小学校就
所

学時未満

青雲保育
10 ヶ月～

払 120 129 7:00 19:00 7:00 17:00 小学校就園
学時未満

板減保育
1 歳～小

私 Pli 110 119 7:30 18:30 7:30 17 目。。
学時未校潜就学

資料出所：：東広島市公式
HP(http ：／／附札 city.higashihiroshima.hiroshi 岡田jp/site/hoikushiset 剖／1ist78-
195 .html) より筆者作成
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次に、西条地区の保育所の内容について、許可保育所、幼稚園、認可外

保育所に分けて、表ill 3に表示する。

保育所の規模をみると、公立保育所では小規模施設が少なく、 100 人以上

が 6施設（75% ）、私立保育所では 50 人未満が l施設、 50 ～99 人と 100 人

以上がそれぞれ 3施設あり、私立よりも公立保育所の定員の方が多い（表E

-4 ）。

表］［－4 保育所の規模類型

保育児数
公私

100 人以よ 50 ～99 人 50 人未満
総計

公立 6 2 8 

私立 3 3 7 

総計 自 5 15 

資料出所：東広島市かちの資料より筆者作成

表］［－5 保育所の定員充足率

定員充足率

公私 100 ～109 110 % 以
90% 未満 90"-'99% 総計

% 上
ア」、，；.lー』L 1 4 2 8 
私立 4 2 7 
総計 5 6 3 15 

資料出所：東広島市からの資料より筆者作成

保育所の定員充足率をみると、 85. 7 %の私立保育所の定員充足率は

100% 以上で、 100 未満が l施設だけである。 62. 5% の公立保育所の定員充

足率は 100% であり、 100 未満の 3施設の中、 2施設は 90% 未満である。公
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立よりも私立の定員充足率が高い。とれは、閉園時間の遅い私立保育所が

魅力的であると考えられる（表［［－5）。

公、私立保育所の開園時間はほぼ同じで、 7時～7時 30 分までである。

これは、働く女性が出勤途中に立ち寄って子どもを預けることができるよ

うな時間設定となっているからである。しかし、閉園時間には大きな差が

ある。公立保育所の閉園時間は遅くても 19 時までである。そのうち 5施設

(62. 5% ）の閉園時間は 18 時 30 分、3施設（37. 5 %）は 19 時である（表［［－6）。

それに対して、私立保育所は l施設だけが、閉園時間が 18 時 30 分で、 4

施設（57. ！%）は 19 時である。また、閉園時間は 19 時 15 分と 19 時 30 分

が l施設ずつである。

表］［－6 保育所の降園時間（平日）

降園時間（平日） 総計

公私 18:30 19 ：叩 19:15 19:30 

会立 5 3 8 

私立 4 1 7 

総計 6 7 15 

資料出所：東広島市からの資料より筆者作成

表］［－7 保育所の降園時間｛土曜日）

公私
降園時間（土曜日）

総計
12:30 17 ：叩 17:30 19 ：叩 （空白）

1＞有i」L• 2 ら

私立 2 2 2 7 

総計 2 7 2 3 15 

資料出所：東広島市かちの資料より筆者作成
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平日よりも土曜日の閉園時間は、公立と私立の保育所で差がさらに大き

くなっている。公立保育所では 8施設のうち l施設は土曜日休み、 2施設は

午前中のみ開園している。また、土曜日は 17 時以降の延長保育は全くないp

それに対して私立保育所は、 2施設は土曜日が休みであるが、 2施設は 17

時まで開園している。また、 2施設は 17 時 30 分まで、 l施設は 19 時まで

開園している。これはスーパーマーケットなどのパート労働にみられるよ

うに、土曜日に就業している女性が多く、土曜日の保育の需要が高いこと

を示しており、就業している母親にとって公立よりも私立の保育所を利用

する希望が多いためであると考えられる（表ill-7 ）。

表］［－8 西条地区の幼稚園

名称 定員 入園児数 開園時間 受入年齢
（人） （人） （平目）

市立 御薗宇幼稚 140 140 9時～14 時 年齢鴻 3
園 （水曜日 歳以よ

ね9時～ 11
時30 分）

私立 西条｝），，~デ 180 193 9ff 寺～14 時 年齢満 3
ル幼稚園 歳以上

私立 西条幼稚園 220 220 8時～14 時 年齢満 3
歳以上

私立 板橋きざな 285 209 9時～14 時 年齢構 3
み幼稚園 歳以上

国立 広島大学附 90 90 側寺～14 時 年齢構 3
属幼稚園 歳以上

資料出所：広島県私立幼稚園連盟ホームページ
(http ：／／附円 .hi roshima-kenyo. or. jp/ index .html) ~こより筆

者作成

56 



朝から晩まで預ける保育所に対して、幼稚園の開園時間は短く、ほぼ9

時から 14 時までである。核家族の母親が仕事をするに当って、幼稚園を利

用することは難しい。また、幼稚園の受入年齢はほぼ 3歳からであり、。～

3歳の子どもを預けられないために、母親が利用できるのは保育所だけであ

る。西条地区の幼稚園の入園状況をみると、板橋さざなみ幼稚園以外の幼

稚園は全て満園である。これは板橋さざなみ幼稚園の立地が原因であると

考えられる。他の4園は西条地区の中心地に属しているが、板橋さざなみ

幼稚園だけ市街地中心部から離れ、寺家地区に属しているためである（表

III -8 ）。

表］［－9 西条地区の病児保育施設

名称

利用対象

対象年齢

利用定員

利用時間

木版クリニック病後児保育室「
たんぽぽ」

保育所や幼稚園Lこ通所している児
童で、病気の回復期であることか
ち集団保育が難しく、保護者が勤
務の都合等で家庭で保育できない
児童。

小学校低学年まで

一日あたり 4 名

月曜日～金曜目 8時～18 時（7時
30 分～19 時まで延長可〕

資料出所：東広島市公式HP(http://www.kisaka-
hp.or.jp/tanpopo/tanpopotop.h 七ml ）より筆者作成
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キロメート J~。 2 4 

図ill-4 西条地区の保育施設の分布図

西条地区における認可外保育所は 5施設である。このなかで、保育所ち

びっこランド西条中央園、保育所ちびっこランド西条土与丸と広島大学ひ
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まわり保育園の保育内容はほとんど同じである。一方で、広島新生学園ひ

まわり園の保育内容はかなり異なっており、同園はもともと戦災孤児の養

育のためにつくられた施設だからである。広島市内から西条に移転した同

施設は、農繁期に地域の子どもの一時預りの要望に応じるなど、地域の保

育ニーズに応え続けるために、これまで 30 数年間公的資金なしで、年中無

休、延長、夜間、宿泊保育に対応した施設を運営している（表ill-9 ）九

キッズアカデミーはO歳児から小学校 6年生まで利用できる認可保育所

である。また、！PO ボランテイア事務局から子育て支援を受け、 365 日、 24

時間営業をしている九

保育施設の分布をみると、大部分の保育施設は JR 西条駅周辺の西条中央

部に集中しており、田口、三永地区では保育施設が少ないことがわかる（図

ill-4 ）。

3. 西条地区の待機児童

東広島市における 2010 年 4月 l日時点の待機児童数は、 84 人（すべて 3

歳以下の児童）である。 9月 l日入所見込みでは 116 人で、すべて 3歳以下

の児童であり、広島県内では三番目の多さである。

その原因は、先述べたように世帯数の増加に対して保育サービス施設数

が不足しているためであり、また景気の悪化などを理由として家計の補助

のために共働きをする女性が多くなり、保育所の需要が増えたためである

と考えられる。東広島市では、既存の保育施設の定員増加により、待機児

童数の減少を図り、 2009 年から 201 1年にかけて待機児童数が大幅に減少し

た（図ill-5 ）。
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図III-5 東広島待機児度数

資料出所：東広島市ホームページデータ

(http://www. city. higashihiroshirna. hiroshirna. jp/si te/hoikushisetsu/ 

list78-195. html 2012 年 6月 l日閲覧）
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第 2節 「東広島保育サービス利用者基礎調査」の分析結果

l 調査概要

本節では広島市西条地区における子育て中の女性がどのように仕事と育

児を両立させているかについて、子育てをしている就業女性に必要な保育

サービスは何かなどの保育状況と保育に対する課題を明らかにするために

実施したアンケート調査結果について報告する。

上記の目的を達成するために、 2010 年 9月末から 10 月末にかけて東広島

市西条地区の保育所と幼稚園に子どもを通わせている母親 600 人を対象に

アンケート調査を実施した。

日本では核家族が進む中、祖父母からの育児援助を受けられない母親は

仕事と育児を両立させることが難しいと考え、調査票の質問項目に、家庭

の人員構成についての項目を設定している。

仕事をしている母親の働き方と保育利用状況に関連性があると考え、調

査票の質問項目に、母親の就業状況と末子の保育先に関する項目を設定し

た。今回の調査の回収票は 176 票で、回収率は： 29. 3% であった。

2. 調査の結果

¢母親の仕事と保育の両立

．母親の年齢と世帯種類

本調査では、保育サービス利用者としての母親が回答者であり、回答し

た母親の年齢は 30 ～34 歳が最も多く（80 人、 46% ）、ついで、 25 ～29 歳

(60 人、 33% ）、 35 ～39 歳（31 人、 17% ）であった。 40 歳以上の回答者

は5人であった。

また、母親の年齢階級と就業状況をみると、 30 ～34 歳の母親は専業主婦
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の割合が高く、 5割を占めた。それに対してお～29 歳の母親では専業主婦

は2割である。

また、職業分類をみると、 25 ～29 歳の母親は販売職・サービス職が多く、

30 ～34 歳の母親では事務職が多い（表ill-10 ）。

表］［-10 世帯の種類_g!J .母親の年齢期 rrt.:: みた母親の就業状祝

一世代同居 核家族
母親の年 25- 30- 35- 40-

小計
25- 30- 35- 40- 50-

小計
総計

齢（歳） 29 34 39 44 29 34 39 44 54 
専門・技

2 14 14 
術職

管理職 2 2 

事務職 1 10 13 14 

販売職／
サービス 18 2 22 22 
職
生産工程
－労務作 2 2 3 6 2 11 13 
業
パート・ 7
その他

8 17 14 2 34 42 

専業主婦 2 3 12 43 11 66 69 

総計 7 4 2 14 53 79 27 2 162 176 

アンケート調査結果Lこより作成

また、世帯の分類別に母親の就業状況についてみると、 （外）祖父母が

同居している母親の約 8割弱は仕事に就いている。それに対して、核家族

の母親の約 4割は専業主婦である。

・三世代同居の状況

平成 22 年国勢調査（2010 年）によると、東広島市における核家族の比率

は 52% 、三世代同居の世帯は 5% であった。アンケート調査の結果から、

祖父母との同居については、いずれかと同居していると答えたのは 14 人で

あり、東広島市の三世代同居率と比較すると若干多い 8% で、残りの多くの
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世帯はいわゆる核家族世帯である。三世代同居者が少なく、核家族が多い

ため、育児において祖父母の援助が難しいと考えられる。たとえば、保育

先までの主な送迎担当者をみると、三世代同居の 14 人のうち 10 人（71. 4%) 

の送迎担当者は（外）祖父母である。核家族の場合、父親の分担はわずか

で、 85%. (138 人）の母親は自身が送迎を担っている（表E 11 ）。

表］［－11 世帯の種類別Lこみた子どもの送迎状祝

母親 父親 （外）祖父母 無回答 総計

三世代同居 3 10 14 

核家族 138 23 162 

総計 141 23 10 2 176 

アンケート調査結果Lこより作成

・母親の就業状況

調査から、母親の就業状況については、仕事を持っている母親が 107 人

(60. 8% ）となった。それに対して、仕事をしていない「専業主婦」は 69

人（39. 2% ）となった（表E 12 ）。

幼稚園に子どもを通わせている母親は、 16 人全員が「専業主婦」である

のに対し、保育所に託児する母親の大多数が就業者である。ただし、保育

園児の母親 130 人のうち、 「パート・その他」として働いている母親は 33

人である。保育所と幼稚園との状況の違いがまず明らかとなった。また、

仕事をもっ母親は、仕事と育児の両立が難しい状況で、約 4分の lは「パ

ート・その他」である（表E 13 ）。
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表:m:-12 母親の就業状祝:t. 末子の保育先

就業者 専業主婦 総計

幼稚園 16 16 

認可保育所 82 35 117 

認可外保育所 13 13 

その他 3 3 

無回答 9 18 27 

総計 107 69 176 

アンケ｝ト調査結果ぶより作成

表］［－13 母親の就業状祝別Lこみた末子の保育先

専門・技
販売職。 生産工

パート・ 専業主
末子の保育先

術職
管理職事務職サーピ程・労

その他 婦
総計

ス職 務作業

幼稚園 16 16 

認可保育所 10 22 13 32 35 117 

認可外保育所 9 13 

同居の親族が 2
みている

無回答 18 127 

総計 14 14 22 13 42 69 176 

アンケート調査結果仁より作成

子どもの登園時間をみると、専業主婦の 69 人のうち 60 人（87% ）の子

どもは 9時から 10 時までの時間帯に登園するが、仕事をしている母親の子
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どもの多くは登園時間が 8時から 9時までである。仕事をしている母親は、

出勤する前に子どもを保育先に預け、専業主婦は朝の家事をした後に、子

どもを保育先に預けていると考えられる（表ill 14 ）。

表］［－14 母親の就業状視と登園時間

7 : 00- 8 : 00- 自： 00-
10 時以降 無回答 総計

7: 59 8: 59 9: 59 

専門・技術職 4 10 14 

管理職 2 

事務職 5 7 14 

販売職／サ｝
19 22 

ビス職

生産工程・
11 2 13 

労務作業

J~~ ト／その l
他

23 18 42 

専業主婦 4 60 2 3 69 

総計 2 68 100 2 4 176 

アンケート調査結果たより作成

表］［－15 母親の就業状況左降園時間

15 時前
15 : 00- 17 : 00 18 時以降 無回答 総計
16: 59 17: 59 

専門・技術 2 6 日 14 
職

管理職 2 2 

事務職 12 1 14 

販売職／サ
21 22 

ービス職

生産工程 φ

10 3 13 
労務作業

パート・そ l
の他

40 42 

専業主婦 19 7 40 3 69 

総計 22 7 131 12 4 176 

アンケ｝ト調査結果Lこより作成
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また、子どもの降園時間をみると、 17 ～18 時までの聞に集中する特徴が

ある。 「パート・その他」として仕事をしている母親の 95% は、迎え時間が

17 ～18 時までである（表E 15 ）。

専門技術職の母親は、 18 時以降に迎えに行くのが最も多く、約 43% を占

めている。次が、生産工程・労務の作業に従事する母親であり、 23% を占

めている。

専業主婦の迎え時間も 17 ～18 時が最も多く、 40 人（約 58% ）である。

また、無回答を除いて、専業主婦の全員が 17 時前に迎えに来ており、その

うち 15 時前が 19 人で、 15 時から 17 時が 7人である。

－住所所在地

回答者の居住地は、西条中央（30% ）、西条町御薗宇 02% ）、西条町

寺家 (12% ）の中央地区が多い。回答者の分布をみると、西条中央、御薗字、

寺家などの密集居住地である。それに対応して、これらの地区における保

育サービスの需要も高いことがわかる（図ill-6 参照）。

図ill-6 住所の分布

アンケート調査結果により作成
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アンケート回答者の居住地別に保育所の満足度をみると、 「満足してい

る」が、 145 人、 12 人は「はどちらかといえば満足している」、 3人は「ど

ちらかといえば不満である」を選択した。不満を持っている 3人全員が利

便性の面で他地域より劣る田口の居住者であった（表ill-16 ）。

表］［－16 保育所の立地場所Lこついて

満足して
どちらかと どちちかと

住所の類型
いる

いえば満足 いえば不満 無回答 総計
している である

館山 11 12 

西条町寺家 18 20 

西条町田口 11 3 、 16 

西細T御薗宇 17 3 21 

西条土与丸 12 3 16 

西条下見 16 2 18 

西条中央 45 4 4 53 

その他 15 5 20 

総計 145 12 3 16 176 

アンケート調査結果Lこより作成

②母親からのアドバイス・意見

アンケートの調査票には、保育所に対する希望を自由記述で回答する欄

を設け、そこに書きこまれた意見をまとめた。

保育に対する希望については、 「通常の保育だけでなく、もう少し豊富

なプログラムを導入して欲しい」というような保育内容の充実を求める意

見があった。母親は子どもの心身発展を重視し、保育の内容の多様化を期

待している。
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また、多くの母親は保育に対する希望については、 「休日保育ほしい」と

いう意見があった。それは多くの母親が休日勤務の多いサービス業に従事

しているのが理由と思われる。

さらにアンケート調査によると、夜間働いている母親は昼間には公立保

育所を、夜間には 24 時間営業をしているキッズアカデミーを利用する例も

ある。その母親は「公立保育所も夜間保育を提供して欲しい」という意見

を述べていた。同じ施設で保育をしたほうが安心できることが理由である

と思われるが、公立保育所における夜間保育は一般的に困難であり、この

ような需要に対していかに対応するかが課題である。
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第 3節小括

日本では、核家族が進む中、親からの育児支援が困難であり、景気の悪

化により働きたい女性が増えている。また待機児童数の増加により、保育

所の開設が必要である。東広島市では多くの待機児童数を解消するために、

年度予算では保育所の整備を含めている。東広島市では、平成 22 年に待機

児童ゼロを目標として、老朽化した西条・吉土実保育所公立保育所の統廃

合や私立保育園の新設、認定こども園の開設推進に取り組んだ。また平成

23 年には、御薗宇保育所の民営化に向けた取り組みがあった。

民営化、新設、認定こども園開設等により、東広島市の待機児童数がゼ

ロになるとの予想がある。しかし、仕事と子育ての両立にあたり最も困難

になることは、子どもの発熱などの急な病気への対応である。 2010 年時点

の西条地区において、病後児保育は「木阪クリニック 病後児保育室「た

んぽぽ」の lつだけであるため、西条地区の病後児保育の拡充が不可欠で

ある。また、働く母親が安心できるために、日常預かっている保育所にお

いても、病後児を預かることができるような検討が必要であると考える。

また、一般的に正社員の就業時間は 9時 30 分～17 時 30 分であり、残業

がなく、 17 時 30 分に退社しても、迎えの時間は 18 時を過ぎると考えられ

る。そのため延長保育を利用しなければならない。しかし、西条の認可保

育所の延長保育時間は遅くとも 19 時 30 分であり、仮に母親が残業した場

合には、延長保育を利用しでも施設の保育終了時聞が早いため、就業中の

母親が迎えに行くことは困難である。

その上、回答者 176 人中、大部分はサービス業に従事し、平日でも保育

施設が預かる時間内に就業を終える女性は少なく、土、日曜日も働く可能
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性が大きいと考えられる。しかし、西条地区では、延長保育の時間が短〈、

夜間保育、休日保育ともない状態である。したがって、働く女性を支援す

るために、保育所の増設だけでなく、病児保育、夜間保育、休日保育等の

多様な保育サービスの充実が不可欠と考える。
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脚注：

L ウィキペディア百科事典

http ://i a: wikipedia. orn/wiki/%E6%9D%B!%E5%BA%83%E5%B3%B6%E5%B8%8 

(2012 年 10 月 l閲覧）

2. 社会福祉法人広島新生学園児童養護施設広島新生学園 HP

http://h-shinsei.or.jp/newpage3. html 

3 キッズアカデミーHP

http://www. kids-kodomoen. com/index. php?FrontPage 
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第4章呉市郊外地域における保育の現状

日本では高度経済成長期に急速な工業化と都市化が進展し、東京圏をは

じめとする大都市圏に多くの人口が集中した。その結果、毎年急増する労

働者世帯の受け皿として大都市圏の郊外には大規模なニュータウンが次々

と建設された（土堤内、 2003 ）。大都市のみならず、地方都市においても

中心部での居住環境の悪化や交代地域での豊かな自然環境を求めた人々が

増加し、人々はよりよい居住環境にある住宅を求め、地価の低い郊外へ移

転した。

大都市地域の郊外では、非大都市圏の地域に比べて女子労働力率が低い

（神谷、 1993 ）。これは、三世代同居率の低さと通勤時間の長さが理由であ

ると考えられる。通勤時間が長いために、家事と就労の両立が難しく、子

育て期間は離職し、子育てと家事に専念する傾向が高いためであると思わ

れる。しかしながら、女性の社会進出が進むようになると、郊外における

女性就業の促進のために、保育の問題点もまた大きな課題となっている。

谷（2002 ）は、東京大都市圏郊外における女性のM字型の年齢別就業率

が顕著となる原因、すなわち女性が結婚後退職し、その後再就業する経歴

の原因を、大都市圏内の労働市場の構造に求めると同時に、結婚に伴う職

住関係の変化から考察し、さらに大都市圏におけるそうした女性就業のパ

ターンの位置付けを家父長制と関連付けて説明を試みた。結果として、東

京大都市圏郊外においては、中心部に比べ乳幼児を抱える世帯における妻

の就業率が低く、既婚女性の職歴経歴は中断・再就職型が中心であり、中

高年女性は自宅近くでパートとして働く傾向が強いことが明らかになった。

また、東京大都市圏では職住が著しく分離しており、郊外の既婚世帯に
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おいては、生産活動と再生産活動を両立するためには、家父長制と結び付

いた性別役割分業が必要とされるという問題がある。

神谷 (1993 ）は、愛知県日進町を研究対象地域として、居住者の日常生

活の分析によって、保育施設の配置や開園時間などのソフト面における運

営の問題点を明らかにした。既婚女性の就業が容易となるためには、保育

園の開園時聞が延長されることが最大の要因であるが、柔軟な労働時間、

また就業する妻にとって利便性の高い土地利用計画なども必要であると指

摘した。

本章では、地方都市の郊外地域を研究対象として、女性の就業と保育の

問題を検討する。取り上げる研究対象地域は呉市昭和地区であり、呉市の

北西部に位置し，面積約 28 平方キロメートルである。

本章の構成は、第ーに、、昭和地区における人口構成（年少人口、老人人

口）と世帯人口の推移状況を把握する。第二に、資料から呉市昭和地区の

保育施設の立地、保育時間、保育内容などの保育サービス状況を整理する。

第三に、保育施設の利用状況を明らかにするため、アンケート調査とイン

タビュー調査を実施し、郊外地域における母親の就業を支援する保育サー

ビスの需要を解明する。
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第 l節研究対象地域の概要

I. 呉市昭和地区の人口変化

呉市昭和地区は 1970 年代の宅地開発の増加によって、多くの転入人口が

あった。その後、 1990 年代に入るまで住宅団地の開発が継続的に行なわれ

たため、昭和地区の人口は継続して増加し、 1990 年代のピーク時には約

36000 人を上回った。しかしながら、 2000 年代に入ると、ピーク時の人口

総数は大幅に減少し、人口総数は減少しているが、老年人口は増加し続け

ており、 7567 人（平成 18 年、人口総数の 20. 9% ）から 9963 人（平成 25

年、人口総数の 28. 4% ）に増加している。それに対し、年少人口は緩やか

に減少している。呉市昭和地区ではこのように郊外地域特有の人口構造の

変化がみられる（図N-1) 。
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圃圃老年人口 圃圃年少人口 総人口

2006 隼 20()7 年 2008 年四鮮 2010 年 2011 年 2012 年 2013 年

図N-1 昭和地区人口の推移（人）

老年人口： 65 歳以上の人口、年少人口： O～14 歳の人口

資料出所：呉市の統計年齢別人口（住民基本台帳）
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また、全国的に少子化が進む中で、呉市昭和地区のデータはないが、呉

市の合計特殊出生率をみると、合計特殊出生率は 2005 年の I. 29 以降は上

昇傾向にある。 2009 年は I. 44 と全国平均を上回っているが、広島県平均よ

（図N 2）。り全般的に低い状況にある
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注：広島県の基礎人口は、平成 6年までは福祉保健課推計人口、平成 8年

以降は住民基本台帳人口（3月末）である。平成 7・12 ・17 ・22 年につ

いては、国勢調査の資料を使用した。

資料出所：呉市 昭和地区の高齢化問題を考えるシンポジウム図表 3

広島県一人口動態統計年報

全国一厚生労働省人口動態統計月報年計

呉市では、 1955 年頃から宅地開発が急増し、世帯数が人口の増加に伴つ
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この時期に転入した世帯の大部分は夫婦と子どもからなる核て増加した。

しかし、 1960家族であったため、一世帯の平均人員は 4人以上であった。

年から農村から大都市への若年人口の移動の増加や、生活意識の変化によ

って世帯分離の傾向が強まり、出生率の低下ともあいまって、 1985 年にー

世帯の平均人員は 2. 96λ 、2005 年には 2. 7人と急激に減少した（図N 3）。

核家族化が進んでおり、共働き世帯が増加するなかで、依然として「子育

とする意識が残っており、子育てが働く母親の負担にな
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注： 1945 年は、終戦直後のため国勢調査なし

資料出所：国勢調査

研究地域の呉市昭和地区には保育所が 5施設ある。大部分の保育所は、

地区内にほぼ等間隔に立地しており、地区内の利用者にとって、サービス

（図N 4）。が均等に受けられる状況になっている
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十 ， l昭和地区． 昭和地区保育所

総数0-4 歳児の割合（%）レ

口肌・ 1.8%

口 1.9% -3.9% 

白 4%-6.7%

圃 6.8 ト 13.2%

• 13.3% -20.5% 

口秘匿

＼ 

図N-4 昭和地区の O～4歳児の割合と保育所の分布図

資料出所・国勢調査、くれ子育てねっと

呉市昭和地区に保育所が開設されたのは、 1965 年代に住宅団地が地区内

に多く建設された時期とほぼ同じである。ある保育園長からの話によると、

昭和地区内の保育所の関設にあたって、既に呉市内の中心部で保育所を運

営していた人たちに呉市昭和地区での保育所開設を、呉市役所から依頼さ

れたようである。
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呉市の特徴として、第二次世界大戦中に既婚女性も工業労働力として駆

り出されたために、それら女性たちの子どもたちを預かる施設として寺の

境内が保育所代わりとして利用されていたようである。そのため、呉市昭

和地区内の寺院には、呉市内中心部で既に保育所を経営している寺院が、

その親族を経営者として派遣し、保育所を開設した経緯があった。

また、保育所と幼稚園が同じ敷地内で経営されている施設が 3ヶ所あり、

国が少子化対策事業として近年取り組んでいる「認定子ども園」のような

幼保一元化を、昭和地区内では既に実質的に行なわれていたことになる。

保育園長からの聞き取り調査では、 「認定子ども国」になることについて

も、呉市役所からの働き掛けがあったようである。

また、サービス内容の一環として、閉園時間をみると、すべての保育所

は 19 時までの延長保育がある。一時保育は焼山保育園、宮ヶ迫保育園、焼

山こばと保育園の 3ヶ所である（表N-1) 。

表Jll-1 昭和地区の保育所現状

定員 入所人数 職員 保育時間

明和保育園 80 82 20 7～19 

宮ヶ迫保育園 150 158 27 7～19 

焼山保育園 90 105 25 7～19 

昭和保育園 150 142 25 7～19 

焼山こばと保
60 70 42 7～19 育園

注：入所人数と職員の人数は2012 年10 月1日のデータ

資料出所：〈れ子育てねっと

延長保育 一時預かり

あり なし

あり あり

あり あり

あり なし

あり あり

呉市昭和地区の待機児童数はゼロであるが、近年の保育所別入所児童数

の推移状況をみると、。～l歳入所児童数が増えている。これは共働き世帯
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が増加しているためであると考えられる（図N 5）。
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図N-5 昭和地区における保育所別入所児童数の推移（人）

資料出所：保育所別入所児童数調べ CH25. 9. 18 呉市子育て施設課発行）

また、保育料金は世帯全員の前年分所得税額（住宅取得等特別控除前の

額）または前年度市民税額によって決定されている。しかし、呉市の市役

所は子育て家庭の経済的負担の軽減を図り、子どもを安心して生み、育て

やすい環境を整備するため、市内保育所の保育料は平成 18 年度から、第 3

子以降 3歳未満児の保育料を無料とすることが実施されている。
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第 2節「呉市昭和地域保育サービス利用者基礎調査」の分析結果

I. 調査方法

201 1年 11月と 2012 年4月と 5月に、呉市昭和地区センターの子育て関

係のイベントに集まった母親を対象としてアンケート調査を実施した。ま

た、 2013 年 10 月に昭和地区の保育所に訪問し、園長から地域の保育事情に

ついて聞き取り調査をした。

2. 調査結果

アンケート調査によると、 27 人、 30% の回答者は正規職員として働いて

いる。パートタイム非正規就業者が一番多く、 48 人、 53% を占めている（表

N-2 ）。

表11/-2 母親の仕事形態Lこみた家事の両立状祝

フルタイ
ノ守山トタ

正規職員
ム非正規 イム非正派遣社員 その他 無回答 総計

重見

非常Lこ難しい 3 3 7 

時々難しい 19 1 27 5 53 

あまり真置しい 4
t_ 感じない 1 15 2 23 

全〈難しい主 1
感じない 5 6 

わかちない 2 2 

無回答 30 30 

総計 27 2 48 10 3 121 

アンゲート調査結果Lこより作成

仕事と家事の両立については、正規職員のうち、 3人は「非常に難しい」、

19 人は「時々難しい」と回答した。合わせて 8割を占めている。パートタ

80 



イム非正規就業者も、 6割弱は難しいと回答した。そこで、以下では仕事と

家事の両立が難しいとの回答について、詳細に検討する。

通勤時間について、回答してくれた母親のうち、 56 人、 62% の母親の通

勤時間は 20 分以内である。通勤時間が 41 分以上の 6人のうち、正規職員

は 5人を占めている（表N-3 ）。子育てをする母親は、自宅から近距離の

場所でパートタイム非常勤として働いている人が多いと考えられる。

表IV-3 母親の仕事形態Lこみた通勤時間

フルタイ パー‘トタ
正規職員

ム非正規
イム非正 派遣社員 その他 無回答
規

20 分以内 13 2 33 1 g 

21 分～40 分 10 14 1 

41 分以よ 5 

総計 28 2 48 1 10 

アンケート調査結果Lこより作成

表ll/-4 母親の仕事形態K みた延長保育
（＇.. 夜間保育の利用状祝

延長保育 夜間保育

正規職員 4 1 

フルタイム非E 規

；~~トタイム非正規 12 1 

派遣社員

その他 2 

無回答

総計 19 2 

アンケート調査結果Eこより作成
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回答者の 19 人は延長保育、 2人は夜間保育を利用している（表N-4 ）。

しかし、園長への聞き取り調査によると、各保育所の園児の半分程度は 18

時半まで利用している。

呉市昭和地区の三世帯同居率が低いが、三世帯は同じ呉市内に住むこと

が多い。回答者または夫の出身地の回答状況をみると、いずれかの出身地

は呉市のが 87 人、 73% を占めている（図N-6 ）。

図N-6 母親また父親の出身地

アンケート調査結果により作成

母親は同じ市に住んでいる祖父母からある程度の育児支援を受けられる

と考えられる。つまり、就学前と低学年児童の主な保育の担当者の結果を

みると、 36 人、 27% の母親は自分で保育するが、 26 人、 20% の母親は自分

また夫の父母に支援を依頼している。また、正規社員の 51 人のうち、 16 人、

31% の母親は自分また夫の父母に支援を依頼している（表N 5）。

病児の保育先について、回答者の 38 人のうち、 2人だけが病児施設を利
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用している。 12 人、 32% は配偶者と同居家族に頼んでいる。 22 人、 58% の

母親は仕事を休むと答えた（表N-6 ）。

表IV -!i 母親の仕事形態Lこみた就学荷主低学年児童の主な保育の担当者
主施設（複数回答可）

正規職員
フルタイ パートタイ

派遣社員 その他無回答総計ム非正規 ム非E 規

認可保育所 21 
認可外保育所 l 2 
幼稚園のみ 7 4 2 13 
幼稚園＋預り 3
保育

5 1 10 

小学校＋学童 9
保育

8 18 

学童保育 2 

自分、また夫 16 1 7 26 
の父母

自分 8' 14 7 36 

その他 5 5 

総計 51 53 14 11 133 

アンケート調査結果Lこより作成

表1¥/-6 母親の仕事形態K みた病児の保育先

仕事を休む 配偶者 同居家族 病児施設 その他 総計

正規職員 5 3 2 1 11 

フルタイム l
非正規

1 

パートタイ
13 2 3 1 19 ム非正規

派遣社員 1 1 

その他 2 1 1 1 5 

無回答 1 

総計 22 6 6 2 2 38 

アンケート調査結果Lこより作成

83 



第 3節小括

I. 保育士の課題

社会問題となっている待機児童問題の解決に向け、政府は様々な議論を

進行している。しかしながら、聞き取り調査によると、呉市昭和地区の保

育所では保育士の不足が問題であるという。

呉市役所の資料によると、近年の共働き世帯の増加に伴い、。～l歳入所

児童数が増えている。 0～l歳児童の入所を確保するため、保育士の数は重

要な条件である。

都市中心部よりも郊外では通勤時間が長いことが原因で、呉市昭和地区

のような郊外地域では保育士の募集が難しい状況にある。特に、若い保育

土で自動車を持っていない場合、郊外地域の保育所で働くことは困難であ

り、求人があったとしても応募する人は少ないといえる。乙のように郊外

地域における保育士の確保が課題となっており、保育所から呉市に保育士

養成機関の設置を求めている。

2. 多様的な保育サービスの課題

呉市昭和地区のすべての保育所は、 19 時までの延長保育を実施している。

しかし、延長保育については、たまに遅くまで仕事をせざるを得なくなっ

た保護者の事情もあって、 19 時を過ぎることも多いようであった。全地域

では休日保育と病児保育施設がない。アンケート調査によると、多くの母

親はパートタイムの非正規就業者として働いている。なかには日曜日また

は祝日も働いている母親も少なくない。聞き取り調査によると、休日保育

を期待している母親も少なくなかった。

また、病児の保育先について集計結果をみると、約 6割の母親は子ども
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が病児になった時、仕事を休むと回答している。したがって、働く女性を

支援するために、病児保育、休日保育等の多様な保育サービスの充実が不

可欠と考える。

3. 母子世帯の育児の課題

平成 23 年度全国母子世帯等調査によると、母子家庭の約 81% が働いてい

る。また、就労母子家庭のうち、 「正規の職員・従業員」は約4割である。

聞き取り調査によると、近年呉市昭和地区における母子家庭数は増えてい

る。母子家庭の母親の就業を支援するために、どのような子育て支援が必

要であるかという問題が課題となっている。
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第 5章 中園都市部における女性の就業と保育の問題一大連市を事例とし

てー

はじめに

中国の女性労働力率は世界でも高水準である。 2010 年における中国の女

性労働力率は世界平均より約 20% 高く、 74% であった 1。このような高い女

性労働力率を支えている要因は、保育システムにあるといえる。中国の伝

統的な三世代同居家族において、就業女性は育児の際には自身や夫の退職

した親からの無償の保育支援がかつては期待できた。しかしながら、経済

発展と都市化の進展の中で、核家族が一般的になりつつある現在では、都

市の就業女性は親から遠く離れているために、親からの保育支援を受ける

ことが困難である傾向にある。

中国では労働者の平均賃金が低〈、男性一人分の給料では家庭の生活費

として不十分であり、社会主義国家として女性の就業が多いために、共働

きが一般的であり、日本のように出産や育児を理由とした退職は少ない。

中国の法律では、 90 日の基本出産休暇（産前休暇 15 日含む）の期間中も企

業には給与支払義務があるが、産休が終わるとすぐに職場に戻る女性が多

い。そのため、女性が安心して就業するためには幼稚園などの保育施設の

整備が不可欠となってきている。

本章の目的は、中国における都市化の進展を背景として、子育てをしな

がら就業する女性たちを支援する保育支援サービスにはどのようなものが

あり、子育てをしながら就業する女性たちは、どのようにして保育支援サ

ービスを利用しているのかを解明することである。

上記の目的を達成するために、最初に中国における女性就業と保育の状
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況を統計資料から概観し、次に大連市を事例として幼稚園に子どもを通わ

せている母親を対象として、 2012 年 2月にアンケート調査を実施した。乙

のアンケート調査項目には、女性の就業状況、家族の形態、子どもの保育

状況などに関した内容を設定した。
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第 I節研究対象地域の概要

本節では中国の都市部における保育状況について、大連市を事例として

把握する。大連市は、中国東北部遼寧省の南部に位置する地級市（地方の

中心都市）である。人口は 669 万人（20 I 1年）であり、遼寧省では省都の

溶陽市に次ぐ都市である。

大連市における幼稚園数をみると（図V-1) 、市内幼稚園（市街地の幼

稚園）の数は 2008 年以降増加しているが、大連市域内の総数は減少してい

る。これは市域内の郊外地域と農村部の幼稚園の数が減っているためであ

ると考えられる。

1600 
1432 圃幼稚園総数

1400 

12 日日

l日00

800 

B日日

4日日

2日日

。
2008 2010 

図V-1 大連市における幼稚園数

資料出所：大連市教育部のデータにより筆者作成

2011 

大連市は中国の典型的な東部沿海都市であり、中国の多くの都市と同様

に、夫婦共働き率が高い。 1980 年に始まる一人っ子政策のもとで、多忙な
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共働きの若い夫婦は、育児の世話は祖父母にまかせる、あるいは富裕層は

家政婦を利用する場合が多い。

大連市は西閥区、中山区、沙河口区、甘井子区、から構成されている。

区により幼稚園数が大きく違っている（表V-1) 。人口が市内最大の甘井

子区は居住区が多いため、幼稚園の数が最も多い。沙河口区は近年急速に

開発が進められている副都心区に位置し、幼稚園の数が二番目に多い。政

治的中心lの市役所が立地する西闘区および、市街地の中心地にあり金融と

商業が集積した中山区では、住宅団地が少ないため、幼稚園数が少ない。

表V-1 市 内5区の幼稚園数の推移

2008 2010 2011 

中山区 50 51 49 

西筒区 47 49 50 

抄河口区 72 76 77 

甘井子区 208 196 201 

高新園区 16 18 

資料出所：大連市教育局HP~こより筆者作成

注：高新圏区は行政区域ではな〈、行政代理
地域である

表V-2 大連市Lこおける入学前3年聞の入園率（2006- 2011 〕

2oos I 2001 I 2oos I 2ooe I 2010 I 2011 
入園率｜ 85 .1 I 89. 8 I 91. 8 I 93 .4 I 94 I 95 

資料出所：大連市国民経堺和社会度展銃i十公披（2006 年－2011 年）
大連市統計局HP(http://www.stats .di ,gov. en/ index. jsp) 

大連市における入学前 3年間の入園率（中国では「学前 3年」の入園率

という）をみると、 2006 年と比べて、 20 日年の入園率は約 10 ポイント増
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加し、 95% に達した（表v 2）。

入園率の増加は 2006 年から 2007 年にかけては4% を超える増加率であっ

たが、 2009 年以降は 1% 以内の増加率となっており、大連市においてはほ

とんどの児童が就学前教育である幼稚園に入園するようになり、ほぼ横ば

いの増加率となっている。

大連市の入学前 3年間の入園率は全国の平均水準より高いが、経済発展

に伴い核家族が培加したことにより、就業女性は子どもが入国後も、仕事

と育児の両立が困難になってきている。

各地区の世帯類型表（表V-3 ）をみると、大連市では核家族は合わせて

約 9割を占めている。遼寧省、全国と比較すると、核家族率が高いことが

わかる。一方、三世代同居についてみると、全国平均の 18% に対して、遼

寧省は 14. 13% 、大連市は 10. 26% となっており、大都市で都市地域が卓越

する大連市での三世代同居率が著しく低いことがわかる。

表V-3 各地区の世帯類型表

核家族（%） 三世代同居（%）

全国 82 18 

遼寧省 85.87 14.13 

大連 89.74 10.26 

資料出所：第8次人口普査結果（AOlllaH こよ
り筆者作成
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第 2節大連市保育サービス利用者基礎調査の結果

！.調査概要

I) 調査期間： 2012 年 2月初日～2012 年 3月初日の一ヵ月間を調査期

間とした。

2）対象調査：大連市の政治経済中心である西同区と中山区の幼稚園に子

どもを通わせている保護者 400 人を対象とした（図v 2）。調査対象の保

護者 400 人のうち、公立幼稚園を対象として 200 部を配り、私立幼稚園を

対象として 100 部を配布し、幼稚闘で回収した。さらに、市街地中心部の

西闘区にある公園で、子ども連れで利用している親を、 「その他」として

集計した（表v 4）。

。大連駅 ＠市役所 ＋公園 ・調主対象の幼稚岡
区の境界線州仲鉄道路線

図V-2 研究対象地域

表V-4 アンケート調査の回収率

公立幼稚園 私立幼稚園 その他

配布数 200 100 100 

回収数 105 25 20 

回収率 52.5 25 20 

アンケート調査結果Lこより作成
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3）調査方法：調査票を持って 2ヶ所の幼稚闘を訪問し、園長に協力を依

頼した。アンケート調査票は保護者に自由に取って、記入してもらい、回

収箱を玄関などにおいて、回収した。また、休日に市街地中心部の公園な

どの公共娯楽場所において、子どもと一緒に遊んでいる母親のなかで幼稚

園を利用している母親に調査票を配り、郵送で回収した。

4）調査内容

①保育児童の年齢構成と入国年齢

在園児童の年齢構成をみると、 4～5歳が最も多く、 46% を占めている。

次いで 5～6歳と 3～4歳の順で、 28% と 15% である（図V-3 ）。

4捻～暗， 4出

図V-3 子どもの年齢構成

アンケート調査結果により作成

また、入園年齢をみると、大部分の児童の入国年齢は 2～3歳で、 68% を

占めている。次いで 3～4歳が 20% を占めている（図V-4 ）。中国の幼稚園

では 3歳が託児開始年齢であるが、保育されている児童の年齢と入園開始

年齢の構成から、大部分の児童は 2～3歳で託児が開始されるものの、在園

児の年齢構成は 4～5歳が最大であり、それ以降の年齢での託児は減少して
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いることがわかる。規定の入園年齢よりも託児開始の児童の年齢が早い原

因は、一人っ子の政策の影響があり、中国では子どもの学前教育に非常に

熱心であるからであると考えられる。
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子どもの入園年齢図V-4

アンケート調査結果により作成

幼稚園利用者の世帯状況図V-5

アンケート調査結果により作成
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②幼稚園利用者の世帯状況

幼稚園利用者のうち約 8割が、自分たちの親と同じ大連市に住んでいる。

さらに全体の 34% は三世代同居世帯であった。また、回答者の 17% の母親

は自身の親とは別の都市住民であった（図V-5 ）。

~夫婦の就業先業種と通勤時間

夫婦の就業先業種についてみると、自営者が最も多く、父親は全体の 24% 、

母親は全体の 19% を占めている。次いで多いのは消費・販売・旅行・ホテ

ルというサービス業であり、父親は全体の 16% 、母親は全体の 18% を占め

このように中国におけるサービス産業の拡大に伴い、（図V-6 ）。ている

定時勤務の事務職などではなく、就業開始時間や終業時聞が不規則で、休

日出勤の多い仕事が増加している。
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夫婦の通勤時間については回答率が低いが、回答した夫婦の通勤時間は、

大部分は 30 分以内である。このうち、 10 分以内の通勤時間は夫婦とも 15%

程度あり、自宅から近距離に通勤している夫婦が大部分であることが明ら

かとなった。また、 61 分以上の長時開通勤している．母親は 7人、父親は 9

このように短時間の通勤時間となっているため、父（図v 7）。人である

日本と比較すればかな親が送迎などの保育に関わることができる時間は、

り長いと思われる。
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図V-7

2. 調査結果

I) 三世代同居状況

中国では経済成長に伴って、沿海部の都市では急激な都市化が進んでい

る。急激な都市化は、農村部などの地方から大都市への移動を伴い、都市
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聞の移動も増加していると思われる。その結果、外祖父母と祖父母の4人

は他の都市で、両親と子どもの 3人からなる家族が都市に住んでいるよう

な核家族世帯が増えている。そのような場合、 （外）祖父母からの支援を

受けることができず、母親が仕事と育児を両立することが最も難しいと考

えられる。

そこで、幼稚園の送迎者をみると、大連市以外に住んでいる母親は 16%

が夫からの支援を得ているが、 76% の母親は、自力で幼稚園の送迎を担っ

ている（表V-5 ）。それに対して大連市内に祖父母がいる世帯では、母親

の送迎とほぼ同数が、祖父母による送迎であった。大連市および大連市外

のいずれにおいても、父親による送迎は少ない。

表V-5 居住地Ell~こみた子どもの送迎状祝

父親 母親 （外）祖父 保母 総計= 
大連市 21 51 48 121 

大通市以外 4 19 2 25 

無回答 2 4 

総計 26 72 49 3 150 

アンケート調査結果Lこより作成

幼稚園の送迎者として母親は、仕事と育児を両立させるために、幼稚園

の選択時において送迎時聞が短い所を選ぶ傾向にある。大連市外では 25 人

のうち、送迎時間が 20 分以内の回答者は 21 人で、全体の 84% を占めた。

送迎時聞が 21 分以上の回答者はわずか 3人だけであった。一方、大連市に

居住する世帯の場合、送迎時間 21 分以上が 32 人で、全体の 26% を占めて

いる（表V-6 ）。この結果、大連市内居住者は 10 分以内にある自宅近くの
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幼稚園の利用と、 21 分以上の遠距離にある幼稚園を利用していることが明

らかとなった。

表V-6 居住地IDJ~みた子どもの送迎時間

10 分以内 11 分～20 分 21 分以上 無回答 総計

大連市内 44 45 32 121 

大連市以外 9 12 3 1 25 

無回答 1 2 1 4 

総計 54 59 36 1 150 

アンケート調査結果Lこより作成

表V-7 居住地問~Kみた病時の預け先

全快する （外）祖 そのまま
専門の人

まで仕事 父母Lこ頼 で幼稚園
Lこ事提f

その他 無回答 総計
をイ木む む Lこ預かり

大遥市 63 39 7 11 121 

大連市以外 16 2 3 4 25 

無回答 2 1 1 4 

総計 81 39 1 3 10 16 150 

アンケート調査結果Lこより作成

表V-8 母親の通勤時間帯周q，こみた三世代居住状祝

同居 同じ大連市 大連市以外 無回答 総計

10 分以内 3 11 16 

11 分～20 分 11 16 4 31 

21 分～30 分 3 15 5 24 

31 分～40 分 8 5 13 

41 分～印分 3 2 6 

51 分～60 分 1 4 5 

61 分～ 4 3 7 

無回答 18 14 14 2 48 

総計 51 70 25 4 150 

アンケ｝ト調査結果Eこより作成
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送迎時間の困難だけでなく、子どもの病気時においては母親の負担がさ

らに大きくなると考えられる。就業女性は、夫の親に頼めない人が多く、

また自身の親が近所にいない場合も多く、 64% の母親は子どもが全快する

まで仕事を休んでいる（表v 7）。また、親が大連市内にいる母親は、子

と、もの病時には祖父母への託児が多く、親が大連市以外の母親は、祖父母

を利用できない実態が明らかとなった。

2）母親の仕事状況

また、母親の通勤状況と三世代居住状況の関係をみると、親は大連市以

外に住んでいる母親の 90% は通勤時間が 30 分以内であった。大部分の母親

は、自宅からの通勤時間が短いところに就業している。以上のことから、

子育て中の母親にとって、親との同居や近居は、幼稚園の送迎などの育児

負担の軽減につながっていることが明らかとなり、親が都市域外に住んで

いる場合には、母親の負担が大きくなっていることが明らかとなった（表

V-8 ）。

次に、母親の通勤時間をみると、親と同じ大連市に住んでいる場合、多

くの母親の通勤時間は 30 分以内が、 14 人、回答した母親の 25% の通勤時

聞が 31 分以上である。親と同居している場合、通勤時間の分布が分散的で、

30 分以内と 30 分～60 分が 51% と36% である。また、 12% の母親の通勤時

間は、 1時間以上かかっている。送迎の負担がないため、通勤先の制約が少

ないことが明らかとなった。

就業先業種別に送迎担当者をみると、時間的に余裕のある専業主婦の 10

人のうち 9人は、自分で子どもを送迎している。一方、長時間労働や終業

時刻が遅いことが多い消費・販売・旅行・ホテルというサービス業に従事

する母親の約半数は（外）祖父母が幼稚園の送迎を担当している。また、
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父親の送迎担当者の 26 人の中、金融・保険、教育・研究、自営をする女性

は、父親からの支援を受けていた（表V-9 ）。

また、父親の就業先業種別にみた送迎担当者をみると、不動産・広告に

従事する父親は送迎の担当者が一番多く、 23% を占めている。

表V-9 母親の就業先業種別Lこみた送迎担当者

父 母 （外〕祖父母 保母 総計

IT 通信 3 2 3 8 
金融・保険 5 7 7 20 

不£口』動産・広 2 3 2 7 

消費＋販売
－旅行。ホ 12 13 2 27 
ヂJJ...

製造 2 

教育・研究 5 10 5 20 

医療 3 2 6 

政府機関 2 2 5 

自営 5 14 1日 29 

その他 4 5 

専業主婦 9 10 

無回答 3 5 3 11 

総計 26 72 49 3 150 

アンケート調査結果Lこより作成

働く母親にとって、保育が最も困難な点は、子どもが病気の時である。

病児の預け先をみると、多くの母親は子どもが全快するまで仕事を休むと

回答し、特に時間的に融通が利き、三世代同居が多い自営業就業者の大部
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分は全快まで休むと答えた。一方、消費・販売・旅行・ホテルというサービ

ス業に従事する母親は病児の保育を祖父母に依存するものが多かった。こ

のように、職業によって、病児の保育先に違いが現れていた（表V-11) 。

職種ごとに病児の預け先についてみると、金融・保険、教育・研究、自営

は、全快するまで仕事を休むという回答が多かったが、 「消費・販売・旅

行・ホテル」というサービス業関連の職種では、仕事を休む人が少なく、

祖父母への依頼が多いことに特徴がある。また、不動産・広告業も、祖父

母への依存が強くなっている。

表V-10 父親の就業先業種別Lこみた送迎担当者

父 母 （外〕祖父母 保母 総計

IT 通信 2 2 2 自

金融・保険 l 3 5 10 
不動産・広

日 7 4 17 
告
消費・販売
－旅行・ホ 4 9 9 2 24 
デル

製造 3 2 6 

教育・研究 l 6 4 11 

医療 2 3 

政府機関 8 5 13 

自営 5 22 9 36 

その他 5 4 9 

無回答 4 7 4 15 

総計 26 72 49 3 150 

アンケート調査結果Lこより作成
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表V-11 母親の就業先業種別Lこみた病時の預け先

全快する
（外）祖父

そのまま
専門の人

まで仕事
母lこ頼む で幼稚闘 1こ頼む その他 無回答 総計

を休む lこ預かり

IT 通信 4 4 
金融・保障 12 7 20 
不動産・広 2
告

7 

消費・販売
－旅行・ホ 4 9 2 27 
デル

製造 2 2 

教育，研究 14 20 

医療 4 2 6 

政府機関 3 5 

自営 19 6 29 

その他 4 5 

無回答 2 3 6 11 

専業主婦 1 8 10 

総計 81 39 10 16 150 

アンケート調査結果Lこより作成
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第 3節小括

I. 公立幼稚園の課題

中国では、 「幼稚園への入園困難」という現象の大部分は「公立幼稚園」

に入る困難性を指している。公立幼稚園と私立幼稚園を比較してみると、

多くの母親たちが公立幼稚園に入らせる理由は、施設整備の優劣だけでな

く、もっとも重要なのは保育料金の点にある。私立幼稚園の保育料は、公

立の 3 倍であり、非常に大きな価格差となっている（表V-12 ）。

表V-12 公立左私立幼種固の比較

私立幼稚園

公立幼稚園
普通の私立 高級な私立
幼稚園 幼稚園

低価格（政

料金
府の一部補 高額（公立の 超高額（公立
助があるた 3倍以上） の5倍以よ）
め）

充実（政府
不十分（個人 充実（富裕層

施設
の補助） 出仁資資金の不た思め） をて）対象とし

また、私立幼稚園の中に高級な私立幼稚園もある。一ヵ月の学費は私立

の 5倍以上で、中国の一般的な就業者の月収入に当たる。普通の幼稚園よ

りも多くのカリキュラムを取り入れているため、子ども教育を非常に重視

している親は高級な私立幼稚園への入園希望が強い。

調査結果によると、世帯の年収について、極めて低い収入階層にあたる

18 人のうち 17 人は公立幼稚園を利用し、 l人は私立幼稚園を利用している。

経済的に豊かではない母親の多くは、子どもを公立幼稚園に入国させたい

と考えている。しかし、大連市では、全体の 26% を占める公立幼稚園はす

102 



べて満員の状態にある。また公立幼稚園の大部分の子どもは入園前の l年

に申請をしていた。公立幼稚園の数を増加させる必要性があるが、保育の

最低水準を定めて、それを上回った私立幼稚園への公的助成によって施設

整備の充実を図り、保育料金を安くするなどの政策が求められる。

2. 私立幼稚園の質の課題

幼稚園利用者による幼稚園の満足状況（表V 13 ）をみると、私立幼稚園

より、公立幼稚園の満足度が高いものの、私立幼稚園の満足度も高い傾向

にある。現地調査では、私立幼稚園の中には施設が旧式で不十分なところ

もあり、教師の流動性が高い現状にあることもわかった。しかしながら、

満足度が高い理由は、就業する母親にとって必要な施設であるために、保

育園に預けることができただけで満足しているためと思われる。

表V-13 幼稚園の描足状況

満足 普通 不満 無回答 総計

公立 108 5 115 
教師数

私立 27 2 35 

公立 107 4 4 115 
保育時間

私立 25 5 2 35 

施設、給 公立 104 7 4 115 

食 私立 27 5 2 35 

公立 103 7 4 115 
教育内容

、 私立 28 4 2 35 

アンケート調査結果Lこより作成

3. 保育サービスの質の課題

103 



中国第 6次人口普査（日本の国勢調査にあたる）の結果によると、都市

部の居住人口は 6. 65 億人（総人口比 49. 68% ）、農村部は 6. 74 億人（50. 32% ）、

2000 年比で都市部が 13. 46 ポイント上昇し、都市化が急激に進んでいる。
可d「出角。寸よ白uv弓zzrD 司U14n 副司dFhu
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図V-8 一世帯あたりの平均世帯員数

資料出所：中国国家局統計 HP より筆者作成

http ://www. stats. gov. en/ti gb/rlcpcgb/ (2012 年 10 月 l日閲覧）

また、世帯状況をみると、中国全国で 4億世帯、家族人口は 12. 4億人、

l世帯当りの平均家族人数は 3. I人で、 2000 年の 3. 44 人から縮小している

（図V-8 ）。 1978 年改革開放後、経済発展に伴い、中国社会では低出生率、

人口流動化、核家族傾向がさらに強まっている。親と同じ都市に住んでい

る若い父母は、近居、または同居している親族の協力を期待し、子育てを

想定している。しかし、経済発展に伴い、親と別の都市に住んでいる若い

父母は多い。その結果、共働きの若い夫婦は親からの保育支援が期待でき

ず、育児を担う家政婦を利用している母親が多くなっている。しかし、家
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政婦の利用料金が高く、都市部の優秀な家政婦が不足している現状もある。

母親は仕事の収入と育児コストを比較し、多くの女性は仕事を退職し子育 l

てに専念する。そのため、働く女性の就業と保育を支援するために、保育

サービスの整備が不可欠である。例えば、保育料金が安い公立幼稚園に入

園希望に対し、公立幼稚園の増加が必要である。また、延長保育できる幼

稚園の数が少ないため、仕事をしている母親が安心するために、延長保育

の制度が必要である。その上、多様な保育サービスの充実が不可欠である

と考えられる。現在、中国では休日保育や病時保育の制度が未整備であり、

多くのサービス業に従事している母親の要望を満たすための保育政策が求

められている。
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脚注：

L 世界経済フォーラムホームページ

ht tp://www. we forum. org/issues/global-gender-gap 

The Global Gender Gap Report 2012 44 ページ Table DI: Labour force 

participation 
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終章

本研究では、日中における女性就業と保育について、その共通点と相違

点を明らかにするものであった。就業している母親にとって安心して保育

するために家族からの支援と保育施設からのサービスは必要かを目的とし

た。

日中両国における女性の就業状況と保育状況を比較するために、東広島

市の中心部西条地区、呉市の郊外昭和地域と大連市の中心部を事例として、

アンケート調査をして，分析と考察を行った。

序章では、保育に関する既往の研究成果を概観し、先行研究は保育政策

の制度的変遷や制度の課題に関する研究であり、保育サービス利用者の実

態を明らかにした研究は少ない。そこで本研究は、統計資料を用いた分析

とアンケート調査による利用実態の解明を組み合わせることによって、女

性就業と保育の実態を明らかにすることを目的とした。

第 l章では、国際労働機関、日本の厚生労働省と中国の統計年鑑のデー

タを用いて日本と中国の女性の就業状況を比較した。具体的には、女性労

働力率と女性年齢階級別就業率の方面について比較した。また、出産・育

児と関係している育児休業制度も比較した。

第 2章では、日本と中国における保育制度について関連文献の成果を分

析し、それぞれの国における保育の状況、課題を整理した。そして日本、

中国と同様に、少子高齢化が進行しているフランスとドイツの保育制度を

比較検討した。

第 3章では、東広島市西条地区を研究対象として、女性の就業状況と保

育現状を分析した。また、東広島市西条地区における子育て中の女性がど
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のように仕事と育児を両立させているか、子育てをしている就業女性に必

要な保育サービスは何か、などの保育状況と保育に対する課題を明らかに

するために実施したアンケート調査結果について報告した。分析の結果か

ら、西条地区では、延長保育の時間が短く、夜間保育、休日保育ともない

状態である。したがって、働く女性を支援するために、保育所の増設だけ

でなく、病児保育、夜間保育、休日保育等の多様な保育サービスの充実が

不可欠であるということが明らかとなった。

第 4章では、呉市の昭和地区を研究対象として、まず人口構成（年少人

口、老人人口）と世帯人口の推移をもとに地域の概観を把握した。次に、

資料から、呉市の昭和地区の保育施設の立地、保育時間、保育内容などの

保育サービス状況を整理した。 その上で、保育施設の利用状況を明らか

にするため、 20 日年 ll月と 2012 年 4月と 5月に、呉市昭和地区センタ

ーの子育て関係のイベントに集まった母親を対象としてアンケート調査結

果を分析した。その結果、郊外地域では保育土の募集が難しいと多様的な

保育サービスが不定であるということが明らかとなった。

第 5章では、大連市を事例として中国の都市部における保育状況につい

て、 2012 年 2月初日～2012 年 3月初日の一カ月間、大連市の政治経済中

心である西闘区と中山区の幼稚園に子どもを通わせている保護者 400 人を

対象としてアンケート調査の結果を分析した。大連市の入学前 3年間（中

国では「学前 3年」の入国率という）の入園率は全国の平均水準より高い

が、経済発展に伴って核家族が増加したことによって、就業女性は子ども

が入園後も仕事と育児の両立が困難になってきていることが明らかとなっ

た。

以上の分析と比較考察から、日中の保育に関して次のような結論を得た。
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中国の女性は日本より労働力率が高く、大部分は正規職員として仕事を

している。しかし、近年の一人っ子政策により子ども教育の重視、教育費

用の増加、核家族の増加に伴う育児支援の減少などのさまざまな原因によ

って、中国においても富裕層のなかには日本のような結婚・出産の際に一

時退職する女性も増えて来ている。一方、日本では、女性の社会進出や経

済後退が影響して、産児休暇を終えて職場に復帰、または再就職する女性

が増加している。そのため保育所では O歳児の入所率が高くなったりする

など、保育所の需要が高まっている。

第 3章で研究対象と Lた東広島市の中心部西条地区は，近年の人口増加

に対して保育施設が十分に整備されず，待機児童数が多い地域であった。

東広島市では待機児童がゼロを目標として、保育所の定員を臨時に増加し

たりしたものの，保育所の新設が急務となっている。また、西条地区では

夜間保育、休日保育がともにない状態であり，近年の多様な保育需要に応

えることができてない。東広島市の事例から明らかになったことは、働く

女性を支援するために、保育所の増設だけではなくて、病児保育、夜間保

育、休日保育等な多様な保育サービスの充実が不可欠と考える。

第 4章で検討した都市の郊外地域である呉市昭和地区では、女性就業者

の就業先と通勤時間が課題となっていた。もともと郊外住宅団地では，専

業主婦が多かったために保育所よりも幼稚園の需要が高かった。しかレな

がら、呉市昭和地区での調査結果によると、パートとして働いている多く

の母親は自宅から近距離にある職場を選択している一方で、正規職員の大

部分の母親は呉市の中心部と呉市昭和地区に隣接する広島市で働いている。

郊外地域では核家族が多く，親族による保育の支援を受けることが難しい

ため，呉市昭和地区のすべての保育所は 19 時までの延長保育を実施してい
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る。しかし、残業する女性のなかには、 19 時以降の保育も期待している母

親がいるようである。また公共交通機関が不十分な郊外地域は、保育土の

通勤が困難となることが多く，郊外で働くことを志向する若い保育土が少

なく、保育土を確保することも深刻な問題となっている。

中国の保育施設は日本より保育施設の迎え時間が早く、 16 時～17 時であ

る。中国では大部分の保育施設に延長保育のシステムがなく、遅くまで仕

事している母親は迎えができないため、就業との両立に困っていることが

多い。そのため，親族のサポートを受けることが必要であるが、近年は核

家族化の進行や都市圏外からの転入者世帯では，親族からのサポートを受

けることが難しくなっている。

日本における就学前の保育システムでは、保育所は母親の就業を支援す

る保育支援サービスを提供している施設で、幼稚園は幼児教育施設なので

母親の就業への配慮はない。一方、中国の幼稚園は保育と教育の区分がほ

とんどなく、保育支援サービスを提供する上で、教育の内容が主に重視さ

れることが多くなってきているが，そのために就学前の保育という福祉的

な目的が弱いところがある。したがって、日本のような、就学前における

保育所と幼稚園といった二種類の施設を設置する可能性も検討する必要が

あると考える。

日本と中国の保育システムを比較する上で、重要な示唆を与えるのは、

子育て支援に関する政策に積極的に取り組んでいるヨーロッパ諸国の保育

支援のシステムである。例えば、フランスでは子育て支援の充実化を政策

として掲げ、女性就業と子育ての両立を容易にしている。なかでも保育に

ついては、幼児学校や保育所の無料化のほか、保育ママの制度など多重的

な保育システムを構築している。また、ドイツではキリスト教会が中心と
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なったボランティア的な保育システムから展開した保育が充実している。

これらの先進諸国における保育システムは女性就業を支援することと連動

し、効果的に作用している。日本と中国は保育と女性就業にかかわる課題

解決のために、これらの国々に学びながら地域事情に合った保育システム

と女性就業支援システムの構築が急がれる。
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